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１－１．実施概要

⚫ 中小企業・小規模事業者の受託取引の実態を把握するために行う。

⚫ また、価格転嫁・取引の適正化に向け、下請法の改正法が令和8年1月1日に施行され、本調査においても、適正取引に向

けた取り組みを促していくために、集計した回答を分析し、取引適正化に係る現状を整理、課題の抽出を行う。

⚫ 経産省所管業種以外の業種も含む9万8千社に対して幅広く実施し、回答があった企業は13,683社（回答率14.0％）。

調査対象 98,000社

調査期間 令和7年12月～令和8年1月

調査方法 郵送及びWebを用いたアンケート調査

回答企業数 13,683社

回答率 14.0％

調査内容
• 中小企業・小規模事業者の下請取引の実態に関する調査・分析

➢ サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上げできる環境整備の推進に向けた取引

適正化の重点5課題

集計にあたって

• 報告書本文及び図表の構成比は、各回答を選択した企業数が有効回答数に占める

割合を示す。

• 各スライドにおける割合は四捨五入をしており、合計が100%とならないことがある。

• 設問については特段の記載がない限り年間の取引金額が最も大きい発注側企業との

取引について回答されたものである。
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１－２．実施概要（回答企業の概要）

業種別回答数

業種 回答数 割合 業種 回答数 割合

食品製造業 286 2.1%通信業 55 0.4%

繊維業 368 2.7%放送コンテンツ業 40 0.3%

パルプ・紙・紙加工品製造業 341 2.5%映像・音声・文字情報制作業 211 1.5%

印刷業 500 3.7%情報サービス・ソフトウェア業 809 5.9%

製薬産業 48 0.4%トラック運送業 291 2.1%

化学産業（製薬産業以外） 308 2.3%運輸業，郵便業（ﾄﾗｯｸ運送業以外） 151 1.1%

鉄鋼業 142 1.0%卸売業 760 5.6%

非鉄金属製造業 292 2.1%小売業 313 2.3%

金属製品製造業 1,022 7.5%物品賃貸業 78 0.6%

機械製造業 455 3.3%不動産管理業 195 1.4%

医療機器，介護・福祉用具製造業 132 1.0%専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 413 3.0%

電機・情報通信機器製造業 412 3.0%広告業 326 2.4%

自動車・自動車部品製造業 403 2.9%宿泊業 71 0.5%

造船業 78 0.6%飲食サービス業 105 0.8%

航空宇宙工業 13 0.1%生活関連サービス業 112 0.8%

その他の製造業 1,432 10.5%自動車整備業 179 1.3%

建設業（ハウスメーカー） 28 0.2%警備業 125 0.9%

建設業（ハウスメーカー以外） 834 6.1%その他のサービス業 1,109 8.1%

建材・住宅設備業 132 1.0%その他（上記以外） 829 6.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 217 1.6%業種未回答 68 0.5%

回答総数 13,683
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１－３．実施概要（回答企業の概要）

業種別回答数グラフ

※「業種未回答」の集計結果は本表に記載しなかった。

回答
数

286 368 341 500 48 308 142 2921,022 455 132 412 403 78 13 1,432 28 834 132 217 55 40 211 809 291 151 760 313 78 195 413 326 71 105 112 179 125 1,109 829

割合 2.1% 2.7% 2.5% 3.7% 0.4% 2.3% 1.0% 2.1% 7.5% 3.3% 1.0% 3.0% 2.9% 0.6% 0.1% 10.5% 0.2% 6.1% 1.0% 1.6% 0.4% 0.3% 1.5% 5.9% 2.1% 1.1% 5.6% 2.3% 0.6% 1.4% 3.0% 2.4% 0.5% 0.8% 0.8% 1.3% 0.9% 8.1% 6.1%
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１－４．調査概要（回答企業の概要）

取引上の地位

資本金

取引適正化に関する法令や取り組みの認知

従業員数
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１－５．調査概要（回答企業の概要【経年比較】）

取引上の地位

資本金
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１－５．調査概要（回答企業の概要【経年比較】）

従業員数

取引適正化に関する法令や取り組みの認知

年度 N 5人以下
5人超

20人以下
20人超

50人以下
50人超

100人以下
100人超

300人以下
300人超

令和5年度 22,446 39% 36% 16% 6% 3% 1%

令和6年度 25,892 41% 35% 17% 5% 2% 0%

令和7年度 13,631 31% 32% 19% 9% 7% 2%

年度 N
下請代金支払
遅延等防止法
（下請法）

下請中小企
業振興法

（振興基準）

業界毎の下
請ガイドラ

イン

業界団体の
自主行動計画

価格交渉促進
月間

（3月・9月）

パート
ナーシップ
構築宣言

労務費の適切な
転嫁のための価
格交渉に関する

指針
（労務費指針）

特定受託事業者に
係る取引の適正化等

に関する法律
（フリーランス法）

中小企業者
に関する国
等の契約の
基本方針

令和5年度 14,080 83% 19% 19% 7% 9% 16% - - -

令和6年度 17,590 80% 18% 13% 6% 13% 23% 25% 13% -

令和7年度 10,845 79% 36% 24% 11% 26% 31% 40% 30% 19%



２．重点5課題改善状況
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２－１．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況経年比較）

貴社の取引について、年間の取引金額が最も大きい発注側企業との関係を念頭にお答えください。

設問6~42

重点5課題 設問
令和5年度 令和6年度 令和7年度

割合 割合 割合

価格決定方法の適正化

価格決定のための協議の実施状況（コスト全般の変動）
※「販売先から申し出があり協議を行った」、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」と答えた企業の割合

83% 86% 83%

コスト全般
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

37% 46% 50%

労務費
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

30% 41% 47%

原材料価格
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

40% 49% 53%

エネルギー価格
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

31% 42% 47%

支払い条件の改善

取引代金をすべて現金で受け取っている
※「全て現金払い」と答えた企業の割合

72% 75% 65%

取引代金の支払いの手形支払いサイトが60日以内
※「30日以内」、「60日以内」と答えた企業の割合

18% 33% 57%

知的財産・ノウハウの保護
知的財産に関する適正取引実現のための取り組み実施状況
※「実施中」と答えた企業の割合

39% 25% 43%

働き方改革に伴うしわ寄せ防止

直近1年間の販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響
※「特に影響はない」と答えた企業の割合

84% 80% 90%

働き方改革に伴う短納期発注や急な仕様変更に伴うコストの発注側企業の負担状況
※「全て発注側企業が負担してくれた」と答えた企業の割合

38% 42% 44%

型取引の適正化

型管理の適正化＜書面等による取引条件の明確化＞
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

42% 50% 65%

型管理の適正化＜型代金又は型製作費の早期の支払い＞
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

43% 72% 81%

型管理の適正化＜型の保管費用の発注側負担＞
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

31% 33% 53%

型管理の適正化＜不要な型の廃棄費用の発注側負担＞
※「全て反映された」、「概ね反映された」と答えた企業の割合

31% 35% 55%



令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=14,125 N=17,326 N=9,442

83% 86% 83%
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２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

価格決定のための協議（「発注側企業から申し出があり協議を行った」・「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」の割合）

変動コストの価格反映状況（「全て反映された」・「概ね反映された」の割合）

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、発注側企業は協議に応じてくれましたか。

設問6

◼ 受注側はコスト全般が+4ptとなり、労務費は+6pt、原材料価格は+4pt、エネルギー価格は+5ptといずれの項目においても増加した。

摘要

各変動コストの反映状況をお答えください。

設問10

◼ 『発注側企業と協議を行った（ 「発注側企業から申し出があり協議を行った」と「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」の合計）』と回答した企業は、8割

強となり-3ptとなった。

摘要

コスト全般 労務費 原材料価格 エネルギー価格

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=18,335 N=23,760 N=12,723 N=17,137 N=23,293 N=12,587 N=17,341 N=23,212 N=12,418 N=16,897 N=22,993 N=12,328

37% 46% 50% 30% 41% 47% 40% 49% 53% 31% 42% 47%
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２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

取引代金の支払い条件（「全て現金払い」の割合）

直近1年間で、取引代金の現金払い（製品等の受領日から60日以内の現金払）の割合はどれくらいですか。

設問17

◼ 手形等で受け取っている場合の当該手形等のサイトが『60日以内（「30日以内」と「60日以内」の合計）』と回答した企業は5割台半ばとなり+24ptとなった。

摘要

◼ 取引代金は「全て現金払い」と回答した企業については、6割台半ばであった。なお、令和7年度調査において「全て現金払い」に含まれる期日現金は、「製品

等の受領日から60日以内の現金払い」のみである点に留意が必要である。

摘要

手形支払いのサイト

取引代金を手形等（約束手形・電子債権・一括決済方式（ファクタリング）のいずれか）で受け取っている場合、当該手形等

のサイトはどれくらいですか。

設問19

令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=4,374 N=5,449 N=3,604

30日以内 4% 8% 8%

60日以内 14% 25% 49%

90日以内 35% 31%

120日以内 37% 26%

120日超 10% 10%

選択肢

43%

令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=19,414 N=24,783 N=13,263

72% 75% 65%



選択肢
令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=9,724 N=15,057 N=8,488

実施中 39% 25% 43%

実施予定 6% 8% 10%

未実施 55% 67% 48%
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２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

貴社の保有する知的財産等を保護するための対応を行っていますか。

設問29

◼ 知的財産等を保護するための対応を「実施中」と回答した企業は、4割強となり+18ptと大幅に改善した。

摘要

知的財産に関する適正取引実現のための取り組み状況
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直近1年間の発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が受けた影響

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が受けた影響についてあてはまる

ものを選んでください。

設問34

◼ 貴社が受けた影響について「特に影響はない」と回答した企業は、9割となり+10ptと改善した。

摘要

選択肢
令和５年度令和６年度令和７年度

N=20,721 N=23,598 N=12,726

特に影響はない 84% 80% 90%

急な仕様変更への対応の増加 5% 6% 3%

短納期での発注の増加 7% 9% 5%

検収の遅れ 2% 2% 1%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 2% 3% 1%

祝休日出勤の増加 4% 5% 2%

その他 2% 3% 2%
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直近1年間で発注側企業が実施した働き方改革により貴社が受けた影響に対する発注側のコスト負担の状況

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

◼ 貴社が受けた影響に対して「全て発注側企業が負担してくれた」と回答した企業は、4割台半ばとなり、+17ptと大幅に改善した。

貴社が短納期発注や急な仕様変更などを受けた場合、適正なコストを発注側企業が負担しましたか。

設問35

摘要

選択肢
令和５年度令和６年度令和７年度

N=12,411 N=20,195 N=9,863

全て発注側企業が負担してくれた（100%） 25% 27% 44%

多くを発注側企業が負担してくれた（99～81%） 12% 15% 14%

一部を発注側企業が負担してくれた（80～41%） 14% 15% 10%

発注側企業はあまり負担しなかった（40～1%） 12% 11% 5%

発注側企業は負担しなかった（0%） 37% 33% 26%



令和5年度令和6年度令和7年度

N=9,311 N=2,624 N=1,680

全て実施された（100%） 24% 32% 46%

概ね実施された（99～81%） 19% 18% 17%

一部実施された（80～41%） 14% 14% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 13% 13% 7%

実施されなかった（0%） 31% 23% 16%

選択肢

令和5年度令和6年度令和7年度

N=8,127 N=2,608 N=1,662

全て実施された（100%） 26% 54% 64%

概ね実施された（99～81%） 17% 17% 15%

一部実施された（80～41%） 10% 9% 5%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 6% 4%

実施されなかった（0%） 36% 14% 10%

選択肢

令和5年度令和6年度令和7年度

N=7,732 N=2,531 N=1,640

全て実施された（100%） 18% 23% 41%

概ね実施された（99～81%） 13% 10% 11%

一部実施された（80～41%） 8% 8% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 12% 13% 7%

実施されなかった（0%） 49% 45% 30%

選択肢

令和5年度令和6年度令和7年度

N=7,658 N=2,491 N=1,621

全て実施された（100%） 19% 26% 43%

概ね実施された（99～81%） 13% 10% 12%

一部実施された（80～41%） 8% 8% 7%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 12% 6%

実施されなかった（0%） 49% 44% 31%

選択肢
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書面等による取引条件の明確化

型代金又は型製作費の早期の支払い 不要な型の廃棄費用の発注側負担

量産終了後の型の保管費用の発注側負担

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点5課題改善状況まとめ）

型取引がある場合、直近1年間で、型管理における適正化や改善への取り組みは実施できましたか。

設問37

◼ 書面等による取引条件の明確化について、「全て実施された」と回答した企業は、4割台半ばとなり+14ptと大幅に改善した。型代金又は型製作費の早期の

支払いについて、「全て実施された」と回答した企業は、6割台半ばとなり+10ptと改善した。型の保管費用の発注側負担について、「全て実施された」と回答し

た企業は、4割強となり+18ptと大幅に改善した。不要な型の廃棄費用の発注側負担について、「全て実施された」と回答した企業は、4割強となり+17ptと大

幅に改善した。

摘要



３．重点5課題経年比較
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令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=18,426 N=23,558 N=12,670

 1,000万円以下 14% 16% 18%

 1,000万円超5,000万円以下 29% 25% 23%

 5,000万円超1億円以下 15%

 1億円超3億円以下 9%

 3億円超10億円以下 9% 8% 8%

 10億円超 25% 24% 28%

選択肢

23% 27%
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３－１．経年比較「仕入先・発注側企業情報」

◼ 取引金額が最も大きい発注側企業の資本金額について、「1,000万円以下」は2割弱となり、前年度と比べて+2ptとなった。一方で「10億円超」については3割

弱となり+4ptとなった。

年間の取引金額が最も大きい発注側企業の資本金額をお答えください。

設問2

摘要

取引金額が最も大きい発注側企業の資本金額



令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=20,730 N=24,859 N=13,081 

 10%以下 12% 14% 16%

 10%超～30% 31% 31% 33%

 30%超～50% 24% 23% 19%

 50%超～70% 14% 13% 13%

 70%超～ 19% 19% 20%

選択肢
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３－１．経年比較「仕入先・発注側企業情報」

◼ 取引金額が最も大きい発注側企業への依存度（取引シェア）について、「10%超～30%」は3割強となり、前年度と比べて+2ptとなった。また、 「30%超～

50%」は2割弱となり前年度と比べて-4ptとなった。

年間の取引金額が最も大きい発注側企業への依存度（取引シェア）を回答ください。

設問4

摘要

取引金額が最も大きい発注側企業への依存度（取引シェア）



発注側企業が協議に応じてくれた理由
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３－２．経年比較「価格決定方法の適正化」

◼ 発注側企業が協議に応じてくれた理由について、「これまでも定期的に協議に応じていたため」と回答した企業は5割台半ばとなり、前年度と比べて+13ptとなっ

た。一方で、「発注側企業の上位の取引先も協議に応じてくれたため」と回答した企業は1割弱となり、-11ptとなった。

発注側企業が協議に応じてくれた理由は何だと思いますか。【複数回答可】

設問7

摘要

令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=10,028 N=12,167 N=6,082

 ニュース等の報道等から受注側企業との協議に取り組む必要を感じたため 44% 38% 39%

 行政・業界団体等からの要請があったため 8% 9% 13%

 同業他社が受注側企業と協議を実施しているため 22% 21% 20%

 発注側企業の業績が上がり協議に応じる余裕が生まれたため 4% 4% 4%

 発注側企業の経営層から対応するよう指示があったため 14% 6% 9%

 発注側企業の上位の取引先も協議に応じてくれたため 11% 20% 9%

 これまでも定期的に協議に応じていたため 45% 41% 54%

 中長期的な競争力強化・サプライチェーンの強化を意識しているため - 7% 11%

 貴社から強い要望（何度も要望）があったため 51% 14% 14%

 貴社からの価格交渉促進月間等の政府の動きを活用した申入れに効果があったため - 2% 2%

 その他 - 4% 5%

選択肢



選択肢
令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=1,236 N=1,169 N=432

発注側企業の業績が悪化しているため 21% 18% 18%

発注側企業の取引先も価格転嫁に応じてくれないため（最終製品の価格転嫁が進まないため） 47% 40% 35%

発注側企業が想定している予算内での対応が難しいため 46% 45% 38%

発注側企業が交渉の必要性を感じていないため - 18% 22%

発注側企業との間では協議を要しない仕組みが導入されているため（相見積もり対応・フォーミュラ等） - 7% 10%

発注側企業の社内体制上、交渉へ対応する人的な余力がなかったため 9% 7% 8%

今後、取引中止や仕入先変更を検討されているため 15% 12% 11%

発注側企業の経営層から対応するよう指示がないため - 13% 15%

定期的な協議は行っていないため（サイクルが長いため） - 7% 7%

その他 9% 5% 12%

発注側企業が協議に応じてくれなかった理由
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３－２．経年比較「価格決定方法の適正化」

◼ 発注側企業が協議に応じてくれなかった理由について、「発注側企業が想定している予算内での対応が難しいため」と回答した企業は4割弱となり、前年度と

比べて-7ptとなった。一方で「発注側企業が交渉の必要性を感じていないため」と回答した企業は2割強となり、前年度と比べて+4ptとなった。

発注側企業が貴社から申し出を行った協議に応じてくれなかった理由は何だと思いますか。【複数回答可】

設問9

摘要



令和5年度 令和6年度 令和7年度
N=18,335 N=23,293 N=12,587

30% 41% 47%
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３－２．経年比較「価格決定方法の適正化」

◼ コスト全般の変動の価格反映状況は、前年度と比べて+4ptと改善している。労務費の変動の価格反映状況は、前年度と比べて+6ptと改善している。原材料

価格の変動の価格反映状況は、前年度と比べて+4ptと改善している。エネルギー価格の変動の価格反映状況は、前年度と比べて+5ptと改善している。

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、各変動コストの反映状況をお答えください。

設問10

摘要

エネルギー価格※

コスト全般※

原材料価格※

労務費※

※ いずれも「全て反映された（100%）」・「概ね反映された（99~81%）」

の回答割合を算出した。

令和5年度 令和6年度 令和7年度
N=18,335 N=23,760 N=12,723

37% 46% 50%

37%
46% 50%

40%
49%

53%

令和5年度 令和6年度 令和7年度
N=17,341 N=23,212 N=12,418

40% 49% 53%

令和5年度 令和6年度 令和7年度
N=16,897 N=22,993 N=12,328

31% 42% 47%

31%

42%
47%

30%

41%
47%



令和5年度 令和6年度 令和7年度

N=13,550 N=18,548 N=9,631

 発注側企業がニュース等の報道等から価格転嫁に取り組む必要性を感じたため 49% 48% 41%

 発注側企業に行政・業界団体等からの要請があったため 9% 9% 12%

 発注側企業の同業他社が価格転嫁に応じているため 23% 23% 19%

 発注側企業の業績が上がり価格転嫁に応じる余裕が生まれたため 5% 5% 4%

 発注側企業の経営層から対応するよう指示があったため 14% 7% 9%

 発注側企業の取引先も価格転嫁に応じてくれたため（最終製品の価格転嫁が進んだため） 12% 14% 12%

 これまでも価格転嫁に応じていたため 35% 37% 46%

 中長期的な競争力強化・サプライチェーンの強化を意識しているため - 7% 10%

 一定の基準で対応した結果であるため（相見積もり、フォーミュラ、標準単価等） - 9% 9%

 定量的なエビデンスに基づく交渉であったため（原価計算・価格変動状況・公表情報等） 48% 10% 13%

 価格改定に応じなければ取引量の減少や撤退する旨の意思表示をしたため 6% 3% 2%

 価格交渉促進月間等の政府の動きを活用した申入れを行ったため - 1% 1%

 その他 - 4% 6%

選択肢

変動コストを令和7年度の単価に反映できた理由
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３－２．経年比較「価格決定方法の適正化」

◼ 変動コストを令和7年度の単価に反映できた（100%～41%）理由について、「発注側企業がニュース等の報道等から価格転嫁に取り組む必要性を感じたた

め」と回答した企業は4割強となり、前年度と比べて-7ptとなった。一方で、「これまでも価格転嫁に応じていたため」と回答した企業は4割台半ばとなり、前年度

と比べて+9ptとなった。

変動コストを令和7年度の単価に反映できた（100%～41%）理由は何だと思いますか。 【複数回答可】

設問11

摘要



令和5年度令和6年度令和7年度

N=6,792 N=7,015 N=3,427

 発注側企業の業績が悪化しているため 21% 18% 13%

 発注側企業の取引先も価格転嫁に応じてくれないため（最終製品の価格転嫁が進まないため） - 19% 14%

 発注側企業が想定している予算内での対応が難しいため - 33% 25%

 貴社からの値上げが必要な理由に納得ができなかったため 5% 5% 6%

 一定の基準で対応した結果であるため（相見積もり、フォーミュラ、標準単価等） - 12% 14%

 原材料・エネルギー等のコストが減少しているため - 2% 1%

 貴社が定量的なエビデンスを用意していなかったため（原価計算・価格変動状況・公表情報等） 16% 6% 9%

 一時金で対応されているため - 1% 1%

 貴社と同業の他社が多いため 32% 29% 27%

 今後、取引中止や仕入先変更を検討しているため - 3% 3%

 これまでも価格転嫁に応じていなかったため 16% 11% 10%

 その他 15% 15% 22%

選択肢

変動コストを令和7年度の単価に反映できなかった理由
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３－２．経年比較「価格決定方法の適正化」

◼ 変動コストを令和7年度の単価に反映できなかった（40%～マイナス）理由について、「発注側企業が想定している予算内での対応が難しいため」と回答した

企業は2割台半ばとなり、前年度と比べて-8ptとなった。また、「貴社と同業の他社が多いため」と回答した企業は2割台半ばとなり、前年度と比べて-2ptとなっ

た。

変動コストを令和7年度の単価に反映できなかった（40%～マイナス）理由は何だと思いますか。 【複数回答可】

設問12

摘要
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３－３．経年比較「支払い条件の改善」

◼ 取引代金の現金払いの割合については、全て現金払いは6割台半ばであった。なお、令和7年度調査において「全て現金払い」に含まれる期日現金は、「製品

等の受領日から60日以内の現金払い」のみである点に留意が必要である。

直近1年間で、取引代金の現金払い（製品等の受領日から60日以内の現金払）の割合はどれくらいですか。

設問17

摘要

取引代金の現金払い率（「全て現金払い」の割合）

72%

75%

65%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=19,414 N=24,783 N=13,263

72% 75% 65%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=19,414 N=24,783 N=13,263

全て現金払い（100％） 72% 75% 65%

現金は50％以上 17% 12% 21%

現金は30～50％未満

5% 7% 11%現金は10～30％未満

現金は10％未満

全て手形等の支払い（現金0％） 6% 6% 4%
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３－３．経年比較「支払い条件の改善」

◼ 取引代金の一部または全てを手形等で受け取っている場合の手形等支払いサイトが『30日以内』 かつ『60日以内』である割合は5割台半ばであり、前年度と

比べて+24ptと大幅に改善した。

取引代金の一部または全てを手形等（約束手形・電子債権・一括決済方式（ファクタリング）のいずれか）で受け取っている

場合、手形等のサイトはどれくらいですか。

設問19

摘要

取引代金の手形支払いサイト（ 「30日以内」・「60日以内」の割合を集計）

18%

33%

57%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=4,374 N=5,449 N=3,604

18% 33% 57%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=4,374 N=5,449 N=3,604

30日(1ヶ月)以内 4% 8% 8%

60日(2ヶ月)以内 14% 25% 49%

90日(3ヶ月)以内 35% 31%

43%120日(4ヶ月)以内 37% 26%

120日(4ヶ月)超 10% 10%
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３－３．経年比較「支払い条件の改善」

◼ 取引代金の一部または全てを手形等（約束手形・電子債権・一括決済方式（ファクタリング）のいずれか）で受け取っている場合において、取引代金の受

取方法を手形等から現金へ変更するための協議を行ったかについて、「発注側企業から申し出があり協議を行った」と回答した企業は2割強であった。

直近1年間で、取引代金の受け取り方法を手形等から現金払い（製品等の受領日から60日以内の現金払）へ変更するための

協議を行いましたか。

設問20

摘要

取引代金の受取方法を手形等から現金へ変更するための協議の実施状況

選択肢
令和５年度令和６年度令和７年度

N=807 N=1,515 N=3,381

発注側企業から申し出があり協議を行った 32% 50% 22%

発注側企業から申し出があったが協議を行わなかった - - 2%

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 25% 22% 8%

自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった 43% 28% 4%

協議を行う必要がなかった - - 47%

協議を申し入れることができなかった - - 17%
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３－３．経年比較「支払い条件の改善」

◼ 令和8年1月1日以降に、改正下請法の対象取引において、支払手段として約束手形の利用が認められない事の認知度については、「知っていた」と回答した

企業が7割強であった。

貴社は令和8年1月1日以降に、改正下請法の対象取引において、支払手段として約束手形の利用が認められない事を御存知

ですか。

設問22

摘要

令和8年1月1日以降に、支払手段として約束手形の利用が認められないことの認知度

※令和5年度及び令和6年度の調査においては、「令和8年に約束手形の利用の廃止に向けた取り組みを促進する」旨が閣議決定されていることの認

知度を調査した。

選択肢
令和５年度※ 令和６年度※ 令和７年度

N=4,626 N=23,858 N=12,765

知っていた 51% 58% 71%

知らなかった 49% 42% 29%



30

３－４．経年比較「知的財産・ノウハウの保護状況」

◼ 知的財産等を保護するための対応について「実施中」と回答した企業は4割強であり、前年度と比べて+18ptと大幅に改善した。

貴社の保有する知的財産等を保護するための対応を行っていますか。

設問29

摘要

知的財産に関する適正取引実現のための取り組み実施状況

※「知的財産権等を有しているか分からない」を除いて再集計した。

39%

25%

43%
選択肢

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=9,724 N=15,057 N=8,488

実施中 39% 25% 43%

実施予定 6% 8% 10%

未実施 55% 67% 48%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=9,724 N=15,057 N=8,488

39% 25% 43%



令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=20,721 N=23,598 N=12,726

84% 80% 90%

選択肢
令和５年度令和６年度令和７年度

N=20,721 N=23,598 N=12,726

特に影響はない 84% 80% 90%

急な仕様変更への対応の増加 5% 6% 3%

短納期での発注の増加 7% 9% 5%

検収の遅れ 2% 2% 1%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 2% 3% 1%

祝休日出勤の増加 4% 5% 2%

その他 2% 3% 2%
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３－５．経年比較「働き方改革に伴うしわ寄せ防止」

◼ 発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が受けた影響に対する発注側のコスト負担の状況について、「特に影響はない」

と回答した企業が9割となり、前年度と比べて+10ptと改善した。

直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が受けた影響についてあてはまる

ものを選んでください。

設問34

摘要

働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況（ 「特に影響はない」の割合）

84%

80%

90%
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３－５．経年比較「働き方改革に伴うしわ寄せ防止」

◼ 直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が短納期発注や急な仕様変更などを受けた場合、その影響に

よる発注側のコスト負担の状況について、「全て発注側企業が負担してくれた（100%）」・「多くを発注側企業が負担してくれた（99～81%）」と回答した企

業の割合は6割弱となり、+17ptと改善した。

直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応の結果、貴社が短納期発注や急な仕様変更

などを受けた場合、適正なコストを発注側企業が負担しましたか。

設問35

摘要

働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況（「全て発注側企業が負担してくれた」・「多くを発注側企業が負担してくれた」の割合を集計）

38% 42%

59%

令和５年度令和６年度令和７年度
N=12,411 N=20,195 N=9,863

38% 42% 59%

選択肢
令和５年度令和６年度令和７年度

N=12,411 N=20,195 N=9,863

全て発注側企業が負担してくれた（100%） 25% 27% 44%

多くを発注側企業が負担してくれた（99～81%） 12% 15% 14%

一部を発注側企業が負担してくれた（80～41%） 14% 15% 10%

発注側企業はあまり負担しなかった（40～1%） 12% 11% 5%

発注側企業は負担しなかった（0%） 37% 33% 26%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=12,411 N=20,195 N=9,863

38% 42% 59%



令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=9,311 N=2,624 N=1,680

42% 50% 65%
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３－６．経年比較「型取引の適正化」

◼ 型管理における適正化や改善への取り組みとしての、書面等による取引条件の明確化について、「全て実施された（100%）」・「概ね実施された（99～

81%）」と回答した企業の割合は6割台半ばとなり、+15ptと改善した。

直近1年間で、型管理における適正化や改善への取り組み（書面等による取引条件の明確化）は実施できましたか。

設問37-1

摘要

書面等による取引条件の明確化（「全て実施された」・「概ね実施された」の割合を集計）

42%

56%
65%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=9,311 N=2,624 N=1,680

全て実施された（100%） 24% 32% 47%

概ね実施された（99～81%） 19% 18% 18%

一部実施された（80～41%） 14% 14% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 13% 13% 7%

実施されなかった（0%） 31% 23% 16%
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３－６．経年比較「型取引の適正化」

◼ 型管理における適正化や改善への取り組みとしての、型代金又は型製作費の早期の支払いについて、「全て実施された（100%）」・「概ね実施された（99～

81%）」と回答した企業の割合は8割となり、+9ptと改善した。

直近1年間で、型管理における適正化や改善への取り組み（型代金又は型製作費の早期の支払い）は実施できましたか。

設問37-2

摘要

型代金又は型製作費の早期の支払い（「全て実施された」・「概ね実施された」の割合を集計）

43%

72%
81%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=8,127 N=2,608 N=1,662

43% 72% 81%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=8,127 N=2,608 N=1,662

全て実施された（100%） 26% 54% 65%

概ね実施された（99～81%） 17% 17% 15%

一部実施された（80～41%） 10% 9% 6%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 6% 4%

実施されなかった（0%） 36% 14% 10%
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３－６．経年比較「型取引の適正化」

◼ 型管理における適正化や改善への取り組みとしての、型の保管費用の発注側負担について、「全て実施された（100%）」・「概ね実施された（99～81%）」

と回答した企業の割合は5割強となり、+20ptと大幅に改善した。

直近1年間で、型管理における適正化や改善への取り組み（型の保管費用の発注側負担）は実施できましたか。

設問37-3

摘要

型の保管費用の発注側負担（「全て実施された」・「概ね実施された」の割合を集計）

31% 33%

53%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=7,732 N=2,531 N=1,640

31% 33% 53%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=7,732 N=2,531 N=1,640

全て実施された（100%） 18% 23% 42%

概ね実施された（99～81%） 13% 10% 11%

一部実施された（80～41%） 8% 8% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 12% 13% 8%

実施されなかった（0%） 49% 45% 30%
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不要な型の廃棄費用の発注側負担（「全て実施された」・「概ね実施された」の割合を集計）

３－６．経年比較「型取引の適正化」

◼ 型管理における適正化や改善への取り組みとしての、不要な型の廃棄費用の発注側負担について、「全て実施された（100％）」・「概ね実施された（99～

81%）」と回答した企業の割合は5割台半ばとなり、+19ptと大幅に改善した。

直近1年間で、型管理における適正化や改善への取り組み（不要な型の廃棄費用の発注側負担）は実施できましたか。

設問37-4

摘要

31%
35%

55%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=7,658 N=2,491 N=1,621

31% 35% 55%

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=7,658 N=2,491 N=1,621

全て実施された（100%） 19% 26% 43%

概ね実施された（99～81%） 13% 10% 12%

一部実施された（80～41%） 8% 8% 7%

あまり実施されなかった（40～1%） 11% 12% 6%

実施されなかった（0%） 49% 44% 31%
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「下請かけこみ寺」の認知度

３－7．経年比較「その他」

◼ 中小企業庁が設置している「下請かけこみ寺」の認知度について、「知っている」と回答した企業は3割台半ばとなり、前年度と比べて+4ptと改善した。

中小企業庁では、「下請かけこみ寺（取引かけこみ寺）」を設置しています。この下請かけこみ寺を御存知ですか。

設問43

摘要

選択肢
令和５年度 令和６年度 令和７年度

N=18,796 N=24,325 N=13,171

知っている 28% 31% 35%

知らない 72% 70% 65%



４．受注側調査結果
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23%

23%

16%

27%

4%

9%

15%

23%

27%

14%

18%

38%

30%

10%

28%

46%

17%

42%

31%

40%

37%

66%

32%

25%

11%

19%

35%

25%

48%

49%

30%

37%

27%

46%

33%

26%

48%

27%

34%

23%

34%

25%

32%

23%

25%

15%

28%

31%

11%

8%

10%

12%

27%

15%

25%

15%

21%

18%

14%

13%

8%

42%

22%

11%

23%

10%

17%

11%

15%

5%

17%

16%

1%

1%

2%

1%

4%

2%

5%

2%

2%

2%

2%

10%

3%

2%

5%

1%

1%

2%

4%

3%

2%

54%

48%

38%

34%

19%

26%

25%

23%

21%

20%

33%

20%

12%

9%

14%

18%

19%

21%

19%

24%

19%

15%

18%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=35）

その他非製造業（N=1,327）

サービス業（N=2,072）

卸・小売業（N=1,058）

運輸業（N=440）

広告業（N=322）

情報サービス業（N=808）

コンテンツ産業（N=251）

建材・住宅設備業（N=131）

建設業（N=858）

非製造業 集計（N=7,267）

その他の製造業（N=1,425）

輸送用機械製造業（N=90）

自動車・自動車部品製造業（N=401）

電機・情報通信機器製造業（N=409）

機械製造業（N=586）

金属産業（N=1,452）

化学産業（N=354）

印刷業（N=497）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=341）

繊維業（N=368）

食品製造業（N=285）

製造業 集計（N=6,208）

全業種（N=13,510）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

39

貴社自身の取引上の地位*に最も近いものをお答えください。
(例)企業A（完成品メーカー） → 企業B（1次請け） → 貴社（2次請け） → 企業C（3次請け） … 「2次請け」を選択

４．受注側企業情報
基礎情報①

凡例

製
造
業

非
製
造
業

※N：基礎情報や設問に回答していない企業は集計しなかった。なお、「４．受注側調査結果」において、特段の注記がない限り同様とした。



54%

41%

57%

28%

74%

60%

77%

68%

46%

59%

54%

60%

72%

84%

70%

49%

78%

52%

78%

71%

60%

39%

66%

59%

46%

59%

43%

72%

26%

40%

23%

32%

54%

41%

46%

40%

28%

16%

30%

51%

22%

48%

22%

29%

40%

61%

34%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=24）

その他非製造業（N=1,278）

サービス業（N=2,044）

卸・小売業（N=1,043）

運輸業（N=431）

広告業（N=322）

情報サービス業（N=804）

コンテンツ産業（N=248）

建材・住宅設備業（N=132）

建設業（N=838）

非製造業 集計（N=7,140）

その他の製造業（N=1,421）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=402）

電機・情報通信機器製造業（N=412）

機械製造業（N=583）

金属産業（N=1,448）

化学産業（N=353）

印刷業（N=497）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=366）

食品製造業（N=284）

製造業 集計（N=6,195）

全業種（N=13,359）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

40

凡例

貴社と年間の取引金額が最も大きい発注側企業との取引内容について、「委託」か「委託以外」か、いずれか1つを選択してください。
（例）発注側企業が規格の指定を行い、ねじやソフトウェアの製造を貴社に発注：「委託」

貴社が企画・製造した、ねじやソフトウェアなどの汎用品を販売：「委託以外」

基礎情報②

４．受注側企業情報

製
造
業

非
製
造
業



61%

56%

68%

58%

45%

63%

56%

55%

54%

52%

59%

45%

43%

41%

47%

48%

49%

26%

51%

42%

52%

49%

46%

53%

27%

30%

27%

34%

46%

29%

35%

34%

32%

43%

33%

39%

36%

38%

39%

35%

39%

35%

40%

42%

37%

36%

38%

35%

12%

7%

4%

7%

7%

5%

7%

8%

11%

4%

6%

13%

18%

14%

11%

14%

9%

24%

8%

13%

9%

13%

12%

9%

3%

2%

2%

2%

3%

2%

3%

2%

3%

2%

7%

2%

2%

2%

6% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=33）

その他非製造業（N=1,369）

サービス業（N=2,106）

卸・小売業（N=1,073）

運輸業（N=442）

広告業（N=325）

情報サービス業（N=808）

コンテンツ産業（N=250）

建材・住宅設備業（N=132）

建設業（N=862）

非製造業 集計（N=7,367）

その他の製造業（N=1,431）

輸送用機械製造業（N=90）

自動車・自動車部品製造業（N=403）

電機・情報通信機器製造業（N=412）

機械製造業（N=584）

金属産業（N=1,454）

化学産業（N=356）

印刷業（N=500）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=341）

繊維業（N=367）

食品製造業（N=286）

製造業 集計（N=6,224）

全業種（N=13,624）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

41

凡例

貴社の資本金をお答えください（貴社単独での資本金額）。

４．受注側企業情報
基礎情報③

製
造
業

非
製
造
業



55%

50%

39%

48%

12%

48%

38%

46%

38%

37%

41%

21%

10%

10%

23%

22%

16%

14%

26%

10%

29%

18%

19%

31%

29%

28%

28%

31%

31%

30%

28%

23%

34%

41%

30%

38%

40%

22%

29%

36%

38%

28%

37%

33%

36%

30%

35%

32%

13%

13%

17%

13%

29%

13%

19%

10%

18%

16%

16%

22%

20%

25%

24%

22%

25%

20%

18%

30%

21%

24%

23%

19%

6%

8%

5%

15%

6%

10%

12%

5%

7%

10%

16%

14%

12%

9%

12%

16%

11%

13%

9%

16%

12%

9%

3%

3%

5%

3%

10%

5%

8%

6%

4%

8%

9%

21%

9%

9%

9%

19%

7%

11%

4%

9%

10%

7%

3%

3%

5%

6%

3%

4%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=31）

その他非製造業（N=1,372）

サービス業（N=2,109）

卸・小売業（N=1,073）

運輸業（N=442）

広告業（N=326）

情報サービス業（N=809）

コンテンツ産業（N=251）

建材・住宅設備業（N=132）

建設業（N=861）

非製造業 集計（N=7,375）

その他の製造業（N=1,430）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=402）

電機・情報通信機器製造業（N=412）

機械製造業（N=587）

金属産業（N=1,454）

化学産業（N=356）

印刷業（N=500）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=368）

食品製造業（N=285）

製造業 集計（N=6,225）

全業種（N=13,631）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

42

貴社の従業員数をお答えください（貴社単独での従業員数）。

４．受注側企業情報
基礎情報④

凡例

製
造
業

非
製
造
業



286 社
368 社

341 社
500 社

356 社

1,456 社

587 社

412 社 403 社

91 社

1,432 社

862 社

132 社
251 社

809 社

442 社

1,073 社

2,114 社

326 社

1,374 社

食
品
製
造
業

繊
維
業

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
製
造
業

印
刷
業

化
学
産
業

金
属
産
業

機
械
製
造
業

電
機
・
情
報
通
信
機
器
製
造
業

自
動
車
・
自
動
車
部
品
製
造
業

輸
送
用
機
械
製
造
業

そ
の
他
の
製
造
業

建
設
業

建
材
・
住
宅
設
備
業

コ
ン
テ
ン
ツ
産
業

情
報
サ
ー
ビ
ス
業

運
輸
業

卸
・
小
売
業

サ
ー
ビ
ス
業

広
告
業

そ
の
他
非
製
造
業

43

貴社の業種をお答えください。
※複数ある場合は、売上げが最も多い業種を1つ選んでください。

４．受注側企業情報

※「業種未回答」の集計結果は本表に記載しなかった。

基礎情報⑤

回答数 286 368 341 500 356 1,456 587 412 403 91 1,432 862 132 251 809 442 1,073 2,114 326 1,374

割合 2.1% 2.7% 2.5% 3.7% 2.6% 10.6% 4.3% 3.0% 2.9% 0.7% 10.5% 6.3% 1.0% 1.8% 5.9% 3.2% 7.8% 15.4% 2.4% 10.0%



製
造
業

非
製
造
業

44

貴社は、取引適正化に関する以下の法令や取り組み等について御存知ですか。【複数回答可】

４．受注側企業情報

凡例

※【複数回答可】の設問における割合算定方法：

設問に回答した企業数を母数とし、各選択肢の回答数を母数で除して算定した。

     なお、後記【複数回答可】の設問も同様とした。

基礎情報⑥



347 社
268 社

201 社

230 社

79 社

328 社

147 社

181 社

476 社

691 社

167 社

521 社

769 社

88 社
22 社

758 社

213 社

1,051 社

228 社

248 社

86 社

99 社

89 社

525 社

159 社

156 社

1,157 社

723 社

24 社

172 社

217 社

184 社

42 社

126 社
84 社

84 社

31 社

564 社

467 社

1 社

食
品
製
造
業

繊
維
業

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
製
造
業

印
刷
業

製
薬
産
業

化
学
産
業
（
製
薬
産
業
以
外
）

鉄
鋼
業

非
鉄
金
属
製
造
業

金
属
製
品
製
造
業

機
械
製
造
業

医
療
機
器
，
介
護
・
福
祉
用
具
製
造
業

電
機
・
情
報
通
信
機
器
製
造
業

自
動
車
・
自
動
車
部
品
製
造
業

造
船
業

航
空
宇
宙
工
業

そ
の
他
の
製
造
業

建
設
業
（
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
）

建
設
業
（
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
以
外
）

建
材
・
住
宅
設
備
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

通
信
業

放
送
コ
ン
テ
ン
ツ
業

映
像
・
音
声
・
文
字
情
報
制
作
業

情
報
サ
ー
ビ
ス
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
業

ト
ラ
ッ
ク
運
送
業

運
輸
業
，
郵
便
業
（ﾄﾗ

ｯ
ｸ

運
送
業
以
外
）

卸
売
業

小
売
業

物
品
賃
貸
業

不
動
産
管
理
業

専
門
・
技
術ｻｰ

ﾋ
ﾞ
ｽ

業

広
告
業

宿
泊
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

自
動
車
整
備
業

警
備
業

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業

官
公
庁

そ
の
他
（
上
記
以
外
）
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継続して取引をしている発注側企業のうち、年間の取引金額が最も大きい発注側企業の業種を回答ください。

４－１．発注側企業情報

※「業種未回答」の集計結果は本表に記載しなかった。

設問1

回答数 347 268 201 230 79 328 147 181 476 691 167 521 769 88 22 758 213 1,051 228 248 86 99 89 525 159 156 1,157 723 24 172 217 184 42 126 84 84 31 564 467 1

割合 2.9% 2.2% 1.7% 1.9% 0.7% 2.7% 1.2% 1.5% 4.0% 5.8% 1.4% 4.3% 6.4% 0.7% 0.2% 6.3% 1.8% 8.8% 1.9% 2.1% 0.7% 0.8% 0.7% 4.4% 1.3% 1.3% 9.6% 6.0% 0.2% 1.4% 1.8% 1.5% 0.3% 1.0% 0.7% 0.7% 0.3% 4.7% 3.9% 0.0%
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４－１．発注側企業情報

年間の取引金額が最も大きい発注側企業の資本金額をお答えください。

設問2

凡例

32%

29%

31%

24%

23%

16%

16%

17%

18%

24%

12%

7%

13%

8%

17%

8%

17%

22%

11%

18%

16%

22%

23%

27%

26%

19%

19%

19%

33%

29%

24%

22%

24%

14%

14%

19%

22%

16%

31%

24%

33%

29%

22%

23%

16%

10%

13%

16%

18%

15%

15%

14%

23%

13%

14%

17%

15%

15%

16%

14%

16%

10%

13%

17%

18%

14%

15%

15%

12%

7%

9%

8%

12%

10%

10%

11%

5%

10%

9%

10%

7%

8%

10%

10%

8%

10%

9%

10%

10%

7%

9%

9%

8%

9%

10%

10%

11%

9%

9%

10%

12%

9%

12%

7%

11%

9%

8%

16%

26%

20%

21%

26%

23%

31%

30%

19%

24%

24%

30%

37%

47%

42%

35%

36%

46%

24%

30%

17%

21%

33%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=25）

その他非製造業（N=1,167）

サービス業（N=1,859）

卸・小売業（N=1,000）

運輸業（N=422）

広告業（N=309）

情報サービス業（N=785）

コンテンツ産業（N=237）

建材・住宅設備業（N=129）

建設業（N=754）

非製造業 集計（N=6,662）

その他の製造業（N=1,351）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=394）

電機・情報通信機器製造業（N=403）

機械製造業（N=561）

金属産業（N=1,413）

化学産業（N=348）

印刷業（N=470）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=331）

繊維業（N=356）

食品製造業（N=270）

製造業 集計（N=5,983）

全業種（N=12,670）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「10億円

超」（28%）だった。

業種別の割合では最も大きいのが自動車・自

動車部品製造業（47%）、最も小さいのが

繊維業（17 ※ %）だった。

※「業種未回答」は除いた。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「3

億円超10億円以下」（8%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－１．発注側企業情報

年間の取引金額が最も大きい発注側企業の従業員数をお答えください。

設問3

凡例

11%

14%

12%

8%

8%

10%

11%

12%

12%

15%

8%

8%

19%

16%

12%

10%

8%

6%

5%

8%

8%

16%

12%

8%

10%

11%

12%

11%

13%

9%

10%

9%

6%

16%

10%

11%

10%

14%

6%

8%

10%

9%

15%

10%

16%

8%

10%

10%

11%

10%

9%

9%

9%

12%

7%

9%

10%

10%

9%

12%

16%

7%

10%

10%

11%

8%

11%

10%

14%

13%

11%

10%

15%

13%

13%

15%

20%

14%

15%

16%

17%

12%

14%

17%

18%

14%

15%

13%

19%

15%

17%

19%

18%

17%

17%

16%

41%

39%

42%

40%

55%

50%

57%

56%

29%

43%

44%

47%

51%

71%

62%

57%

52%

61%

47%

51%

32%

44%

52%

48%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=27）

その他非製造業（N=1,168）

サービス業（N=1,885）

卸・小売業（N=1,007）

運輸業（N=422）

広告業（N=316）

情報サービス業（N=788）

コンテンツ産業（N=232）

建材・住宅設備業（N=130）

建設業（N=763）

非製造業 集計（N=6,711）

その他の製造業（N=1,358）

輸送用機械製造業（N=87）

自動車・自動車部品製造業（N=396）

電機・情報通信機器製造業（N=404）

機械製造業（N=558）

金属産業（N=1,422）

化学産業（N=350）

印刷業（N=482）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=332）

繊維業（N=360）

食品製造業（N=265）

製造業 集計（N=6,014）

全業種（N=12,752）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「300人

超」（48%）だった。

業種別で、「300人超」の割合が最も大きいの

は自動車・自動車部品製造業（71%）、最

も小さいのは建材・住宅設備業（29%）だっ

た。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「5

人以下」（6%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－１．発注側企業情報

年間の取引金額が最も大きい発注側企業への依存度（取引シェア）※を回答ください。
※依存度（取引シェア）＝最も多く取引している発注側企業への販売額 ÷ 総売上高

設問4

凡例

14%

22%

25%

24%

9%

20%

12%

15%

20%

14%

20%

13%

13%

13%

16%

18%

19%

13%

19%

12%

16%

24%

24%

31%

36%

29%

37%

31%

30%

34%

31%

31%

36%

22%

18%

28%

34%

35%

34%

48%

47%

40%

43%

35%

33%

34%

13%

14%

17%

21%

16%

23%

21%

19%

20%

17%

18%

14%

20%

23%

20%

25%

16%

17%

16%

22%

16%

20%

19%

10%

11%

12%

11%

16%

12%

14%

15%

10%

16%

13%

12%

11%

21%

16%

14%

15%

12%

7%

5%

11%

8%

13%

13%

17%

30%

18%

12%

25%

15%

20%

18%

17%

19%

20%

21%

41%

37%

27%

19%

19%

22%

11%

13%

15%

14%

20%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=29）

その他非製造業（N=1,212）

サービス業（N=1,940）

卸・小売業（N=1,032）

運輸業（N=432）

広告業（N=320）

情報サービス業（N=795）

コンテンツ産業（N=239）

建材・住宅設備業（N=128）

建設業（N=818）

非製造業 集計（N=6,916）

その他の製造業（N=1,403）

輸送用機械製造業（N=88）

自動車・自動車部品製造業（N=398）

電機・情報通信機器製造業（N=407）

機械製造業（N=573）

金属産業（N=1,437）

化学産業（N=352）

印刷業（N=493）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=339）

繊維業（N=367）

食品製造業（N=279）

製造業 集計（N=6,136）

全業種（N=13,081）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「10%超

～30%」（33%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが印刷業（48%）、最も小さいの

が自動車・自動車部品製造業（18%）だっ

た。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は

「50%超～70%」（13%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが自動車・自動車部品製造業

（21%）、最も小さいのがパルプ・紙・紙加

工品製造業（5%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－１．発注側企業情報

貴社が常時取引している発注側企業の数をお答えください。

凡例

設問5

25 社

42 社

49 社

118 社

37 社

108 社

69 社

121 社

36 社

32 社

63 社

64 社

27 社

21 社

33 社

52 社

49 社

100 社

150 社

111 社

53 社

97 社

66 社

64 社

0 社 50 社 100 社 150 社 200 社

業種未回答（N=68）

その他非製造業（N=1,374）

サービス業（N=2,113）

卸・小売業（N=1,073）

運輸業（N=442）

広告業（N=326）

情報サービス業（N=809）

コンテンツ産業（N=251）

建材・住宅設備業（N=132）

建設業（N=862）

非製造業 集計（N=7,382）

その他の製造業（N=1,432）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=403）

電機・情報通信機器製造業（N=412）

機械製造業（N=587）

金属産業（N=1,456）

化学産業（N=356）

印刷業（N=500）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=341）

繊維業（N=368）

食品製造業（N=286）

製造業 集計（N=6,232）

全業種（N=13,682）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種において、常時取引している発注側企

業数は64社だった。

業種別で、最も多いのが印刷業（150社）、

最も少ないのが自動車・自動車部品製造業

（21社）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、発注側企業は協議に応じてくれましたか。コスト全般の変動についてお答えくだ

さい。

４－２．価格決定方法
設問6-1

9%

15%

13%

12%

23%

13%

14%

16%

15%

22%

15%

15%

31%

37%

18%

13%

19%

15%

13%

14%

13%

10%

17%

16%

47%

25%

31%

43%

50%

34%

38%

30%

43%

36%

35%

53%

38%

40%

56%

46%

54%

63%

61%

66%

64%

62%

55%

44%

3%

2%

3%

1%

4%

2%

1%

3%

1%

2%

2%

2%

3%

6%

3%

2%

3%

2%

4%

3%

3%

2%

38%

51%

46%

38%

16%

44%

40%

42%

35%

34%

41%

26%

24%

12%

19%

33%

17%

15%

18%

13%

14%

20%

20%

31%

6%

6%

4%

6%

7%

6%

8%

5%

4%

6%

5%

5%

5%

4%

5%

6%

5%

7%

5%

5%

5%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=32）

その他非製造業（N=1,205）

サービス業（N=1,950）

卸・小売業（N=1,029）

運輸業（N=431）

広告業（N=319）

情報サービス業（N=795）

コンテンツ産業（N=238）

建材・住宅設備業（N=130）

建設業（N=827）

非製造業 集計（N=6,924）

その他の製造業（N=1,398）

輸送用機械製造業（N=88）

自動車・自動車部品製造業（N=397）

電機・情報通信機器製造業（N=404）

機械製造業（N=565）

金属産業（N=1,446）

化学産業（N=352）

印刷業（N=492）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=337）

繊維業（N=367）

食品製造業（N=279）

製造業 集計（N=6,125）

全業種（N=13,081）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「自社から

申し出を行い協議に応じてくれた」（44%）

だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがパルプ・紙・紙加工品製造業

（66%）、最も小さいのがその他非製造業

（25%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業から申し出があったが協議を行わな

かった」（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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４－２．価格決定方法

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、発注側企業は協議に応じてくれましたか。労務費の変動（最低賃金の引上

げ、人手不足への対処による労務費の上昇）についてお答えください。

設問6-2

7%

9%

9%

7%

18%

7%

10%

12%

11%

17%

11%

9%

26%

36%

12%

11%

15%

10%

9%

10%

7%

7%

13%

12%

40%

19%

28%

23%

45%

22%

33%

24%

32%

32%

27%

40%

29%

33%

47%

35%

41%

48%

36%

52%

45%

45%

41%

34%

3%

2%

3%

1%

6%

3%

2%

4%

2%

2%

2%

2%

3%

5%

3%

2%

4%

2%

2%

4%

5%

1%

3%

3%

47%

61%

52%

63%

21%

59%

47%

46%

43%

40%

51%

39%

34%

18%

29%

42%

28%

31%

40%

24%

32%

34%

33%

43%

8%

7%

6%

9%

9%

6%

13%

12%

7%

7%

9%

7%

7%

8%

10%

11%

9%

13%

10%

10%

12%

10%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=30）

その他非製造業（N=1,194）

サービス業（N=1,939）

卸・小売業（N=1,018）

運輸業（N=431）

広告業（N=315）

情報サービス業（N=792）

コンテンツ産業（N=236）

建材・住宅設備業（N=129）

建設業（N=823）

非製造業 集計（N=6,877）

その他の製造業（N=1,379）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=397）

電機・情報通信機器製造業（N=401）

機械製造業（N=561）

金属産業（N=1,435）

化学産業（N=350）

印刷業（N=488）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=336）

繊維業（N=365）

食品製造業（N=274）

製造業 集計（N=6,072）

全業種（N=12,979）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「協議を行

う必要がなかった」 （43%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが卸・小売業（63%）、最も小さ

いのが自動車・自動車部品製造業（18%）

だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業から申し出があったが協議を行わな

かった」 （1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

凡例

製
造
業

非
製
造
業



４－２．価格決定方法
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令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、発注側企業は協議に応じてくれましたか。原材料費についてお答えください。

設問6-3

6%

12%

9%

11%

17%

9%

6%

8%

14%

18%

11%

13%

19%

36%

13%

11%

18%

15%

11%

13%

10%

11%

15%

13%

32%

20%

23%

41%

39%

33%

18%

23%

41%

37%

28%

50%

31%

35%

56%

45%

51%

55%

61%

61%

57%

57%

51%

39%

3%

2%

2%

1%

5%

2%

1%

3%

1%

2%

2%

2%

1%

3%

2%

2%

3%

1%

2%

3%

5%

2%

2%

2%

58%

58%

58%

41%

31%

49%

69%

55%

37%

36%

51%

31%

45%

21%

24%

35%

22%

23%

19%

16%

20%

22%

25%

39%

7%

6%

4%

8%

8%

5%

10%

5%

5%

6%

5%

3%

4%

4%

6%

5%

4%

7%

6%

7%

7%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=31）

その他非製造業（N=1,191）

サービス業（N=1,918）

卸・小売業（N=1,021）

運輸業（N=427）

広告業（N=319）

情報サービス業（N=782）

コンテンツ産業（N=236）

建材・住宅設備業（N=131）

建設業（N=819）

非製造業 集計（N=6,844）

その他の製造業（N=1,386）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=397）

電機・情報通信機器製造業（N=398）

機械製造業（N=564）

金属産業（N=1,437）

化学産業（N=352）

印刷業（N=492）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=335）

繊維業（N=364）

食品製造業（N=275）

製造業 集計（N=6,086）

全業種（N=12,961）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「自社から

申し出を行い協議に応じてくれた」、「協議を

行う必要がなかった」 （39%）だった。

業種別では、 「自社から申し出を行い協議に

応じてくれた」に関して最も割合が大きいのが

パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷業

（61%）、最も小さいのが情報サービス業

（18%）だった。

また、 「協議を行う必要がなかった」に関して

最も割合が大きいのが情報サービス業

（69%）、最も小さいのがパルプ・紙・紙加

工品製造業（16%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業から申し出があったが協議を行わな

かった」 （1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例



４－２．価格決定方法
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令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、発注側企業は協議に応じてくれましたか。エネルギー価格についてお答えくださ

い。

設問6-4

7%

10%

7%

8%

20%

6%

10%

15%

9%

10%

15%

39%

12%

11%

15%

12%

9%

9%

8%

10%

13%

11%

25%

16%

19%

26%

43%

20%

13%

17%

32%

27%

22%

40%

27%

27%

39%

35%

42%

49%

41%

51%

46%

47%

41%

31%

4%

2%

2%

1%

4%

1%

1%

3%

2%

2%

2%

2%

1%

4%

2%

2%

3%

2%

2%

3%

4%

1%

2%

2%

57%

63%

63%

58%

24%

63%

75%

60%

46%

48%

59%

40%

52%

21%

38%

44%

28%

30%

35%

26%

31%

33%

34%

47%

8%

7%

5%

8%

9%

5%

14%

9%

7%

7%

9%

3%

9%

8%

8%

11%

7%

12%

10%

10%

9%

9%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,194）

サービス業（N=1,917）

卸・小売業（N=1,013）

運輸業（N=428）

広告業（N=317）

情報サービス業（N=776）

コンテンツ産業（N=235）

建材・住宅設備業（N=127）

建設業（N=814）

非製造業 集計（N=6,821）

その他の製造業（N=1,381）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=396）

電機・情報通信機器製造業（N=404）

機械製造業（N=560）

金属産業（N=1,439）

化学産業（N=349）

印刷業（N=488）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=332）

繊維業（N=364）

食品製造業（N=275）

製造業 集計（N=6,074）

全業種（N=12,923）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「協議を行

う必要がなかった」 （47%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが情報サービス業（75%）、最も

小さいのが自動車・自動車部品製造業

（21%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業から申し出があったが協議を行わな

かった」 （1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例



58%

29%

36%

37%

44%

39%

34%

41%

39%

36%

36%

37%

29%

44%

40%

42%

40%

36%

55%

43%

38%

38%

41%

39%

9%

11%

10%

17%

11%

14%

16%

12%

12%

16%

28%

20%

14%

18%

13%

12%

12%

10%

15%

13%

17%

14%

15%

23%

26%

10%

18%

15%

23%

18%

19%

34%

27%

12%

16%

19%

17%

22%

31%

24%

21%

20%

20%

8%

11%

10%

12%

12%

7%

14%

16%

11%

12%

11%

10%

9%

8%

9%

7%

9%

11%

12%

9%

20%

12%

9%

9%

8%

10%

11%

9%

42%

55%

56%

60%

54%

53%

57%

54%

64%

49%

56%

56%

61%

48%

49%

50%

49%

63%

50%

52%

56%

59%

53%

54%

8%

7%

7%

10%

11%

12%

10%

9%

13%

16%

13%

18%

18%

12%

13%

10%

14%

15%

12%

14%

11%

25%

14%

13%

22%

9%

12%

19%

17%

12%

13%

14%

13%

19%

15%

12%

16%

15%

12%

17%

16%

11%

15%

14%

0% 50% 100% 150% 200% 250%

業種未回答 (N=12)

その他非製造業 (N=311)

サービス業 (N=662)

卸・小売業 (N=468)

運輸業 (N=235)

広告業 (N=116)

情報サービス業 (N=319)

コンテンツ産業 (N=81)

建材・住宅設備業 (N=59)

建設業 (N=329)

非製造業 集計 (N=2,580)

その他の製造業 (N=757)

輸送用機械製造業 (N=38)

自動車・自動車部品製造業 (N=176)

電機・情報通信機器製造業 (N=244)

機械製造業 (N=265)

金属産業 (N=838)

化学産業 (N=223)

印刷業 (N=310)

パルプ・紙・紙加工品製造業 (N=223)

繊維業 (N=241)

食品製造業 (N=175)

製造業 集計 (N=3,490)

全業種 (N=6,082)

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

54

設問6で「3: 自社から申し出を行い協議に応じてくれた」とひとつでも回答した方にお伺いします。

発注側企業が協議に応じてくれた理由は何だと思いますか。【複数回答可】

４－２．価格決定方法
設問7

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「これまで

も定期的に協議に応じていたため」（54%）

だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建材・住宅設備業（64%）、

最も小さいのが自動車・自動車部品製造業

（48%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「貴

社からの価格交渉促進月間等の政府の動き

を活用した申入れに効果があったため」

（2%）だった。

     各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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設問6で「4: 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった」とひとつでも回答した方にお伺いします。

発注側企業が価格交渉に関する協議に応じていない状況（概況）についてお答えください。 

４－２．価格決定方法
設問8

凡例

21%

37%

28%

46%

27%

17%

18%

29%

25%

50%

35%

38%

39%

30%

11%

27%

42%

50%

67%

34%

31%

15%

12%

14%

38%

7%

8%

14%

12%

8%

22%

10%

28%

17%

11%

7%

17%

13%

13%

9%

17%

8%

7%

6%

13%

19%

17%

21%

22%

20%

8%

9%

15%

11%

100%

21%

22%

22%

18%

25%

20%

42%

7%

20%

13%

25%

9%

14%

6%

22%

13%

8%

14%

10%

15%

18%

12%

11%

7%

13%

33%

25%

100%

46%

19%

25%

25%

13%

5%

11%

15%

22%

7%

8%

9%

17%

15%

17%

18%

15%

22%

11%

25%

13%

7%

14%

18%

13%

14%

6%

11%

11%

27%

33%

14%

14%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=34）

サービス業（N=68）

卸・小売業（N=18）

運輸業（N=28）

広告業（N=8）

情報サービス業（N=15）

コンテンツ産業（N=12）

建材・住宅設備業（N=1）

建設業（N=28）

非製造業 集計（N=212）

その他の製造業（N=40）

輸送用機械製造業（N=4）

自動車・自動車部品製造業（N=23）

電機・情報通信機器製造業（N=21）

機械製造業（N=18）

金属産業（N=71）

化学産業（N=9）

印刷業（N=15）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=12）

繊維業（N=22）

食品製造業（N=6）

製造業 集計（N=241）

全業種（N=454）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「自社から

の申し出に応じる旨の返答があったが、協議

の実施や回答が先延ばしとなっており、実質

的に協議に応じてくれていない」（31%）だっ

た。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが食品製造業（67%）、最も小

さいのが化学産業（11%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「自

社からの申し出に対し、合理的な範囲を超え

た詳細な情報の提示が要請され、情報の提

示をしないと協議に応じてくれない」

（11%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが化学産業（22%）、最も小さい

のが食品製造業、輸送用機械製造業、建

材・住宅設備業、情報サービス業、広告業

（0＊%）だった。

＊「業種未回答」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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設問6で「4: 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった」とひとつでも回答した方にお伺いします。

発注側企業が設問8で回答した対応をとった理由は何だと思いますか。【複数回答可】

４－２．価格決定方法
設問9

100%

26%

18%

38%

27%

16%

22%

22%

14%

19%

13%

22%

29%

30%

32%

17%

20%

18%

35%

22%

50%

25%

25%

29%

36%

37%

30%

30%

50%

48%

48%

31%

41%

43%

80%

36%

33%

40%

35%

39%

33%

31%

43%

25%

50%

64%

100%

44%

39%

49%

22%

29%

25%

47%

22%

21%

10%

41%

33%

36%

38%

26%

34%

38%

29%

38%

36%

27%

19%

30%

16%

9%

14%

25%

21%

16%

22%

13%

13%

14%

26%

10%

25%

9%

22%

29%

18%

16%

27%

24%

14%

100%

18%

13%

7%

8%

14%

13%

16%

29%

10%

14%

33%

14%

11%

16%

18%

25%

18%

18%

16%

50%

13%

19%

38%

22%

14%

18%

14%

15%

13%

7%

11%

17%

17%

100%

16%

21%

38%

13%

18%

22%

17%

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300%

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=31）

サービス業（N=67）

卸・小売業（N=16）

運輸業（N=28）

広告業（N=8）

情報サービス業（N=14）

コンテンツ産業（N=11）

建材・住宅設備業（N=1）

建設業（N=27）

非製造業 集計（N=203）

その他の製造業（N=37）

輸送用機械製造業（N=2）

自動車・自動車部品製造業（N=23）

電機・情報通信機器製造業（N=21）

機械製造業（N=16）

金属産業（N=68）

化学産業（N=9）

印刷業（N=14）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=10）

繊維業（N=22）

食品製造業（N=6）

製造業 集計（N=228）

全業種（N=432）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「発注側

企業が想定している予算内での対応が難しい

ため」 （38%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建材・住宅設備業（100%）、

最も小さいのがパルプ・紙・紙加工品製造業

（10%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「定

期的な協議は行っていないため（サイクルが

長いため）」 （7%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが食品製造業、自動車・自動車

部品製造業（17%）、最も小さいのがパル

プ・紙・紙加工品製造業、印刷業、輸送用機

械製造業、建材・住宅設備業、情報サービス

業、卸・小売業（0%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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４－２．価格決定方法

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、コスト全般の反映状況をお答えください。

設問10-1

凡例

25%

20%

18%

20%

10%

16%

20%

14%

15%

16%

18%

16%

13%

19%

22%

14%

15%

24%

10%

12%

12%

11%

15%

17%

29%

24%

30%

37%

31%

30%

28%

18%

38%

39%

31%

35%

49%

40%

37%

39%

40%

36%

39%

35%

32%

35%

37%

34%

32%

19%

24%

24%

35%

23%

25%

28%

31%

30%

25%

31%

25%

30%

27%

29%

25%

34%

32%

35%

33%

30%

27%

12%

12%

10%

14%

15%

10%

19%

8%

10%

12%

10%

10%

11%

11%

10%

7%

10%

13%

12%

13%

10%

11%

11%

23%

16%

9%

9%

15%

17%

21%

9%

14%

8%

9%

8%

8%

8%

8%

9%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,120）

サービス業（N=1,878）

卸・小売業（N=1,003）

運輸業（N=426）

広告業（N=311）

情報サービス業（N=777）

コンテンツ産業（N=232）

建材・住宅設備業（N=129）

建設業（N=804）

非製造業 集計（N=6,680）

その他の製造業（N=1,372）

輸送用機械製造業（N=84）

自動車・自動車部品製造業（N=392）

電機・情報通信機器製造業（N=400）

機械製造業（N=552）

金属産業（N=1,417）

化学産業（N=348）

印刷業（N=482）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=330）

繊維業（N=362）

食品製造業（N=276）

製造業 集計（N=6,015）

全業種（N=12,723）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「概ね反

映された（99～81%）」（34%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが輸送用機械製造業（49%）、

最も小さいのがコンテンツ産業（18%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「減

額された（マイナス）」（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－２．価格決定方法

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、労務費の反映状況をお答えください。

設問10-2

25%

20%

18%

18%

10%

15%

20%

14%

13%

16%

17%

15%

13%

21%

21%

15%

14%

23%

9%

12%

11%

8%

15%

16%

25%

25%

28%

32%

30%

29%

27%

15%

33%

38%

29%

32%

45%

35%

33%

35%

34%

33%

30%

28%

28%

31%

33%

31%

29%

16%

22%

20%

33%

18%

24%

25%

29%

27%

22%

26%

23%

24%

24%

28%

23%

29%

30%

32%

27%

26%

24%

12%

13%

13%

15%

16%

10%

20%

13%

12%

13%

13%

12%

13%

9%

12%

12%

8%

17%

15%

16%

16%

13%

13%

14%

27%

18%

16%

11%

22%

19%

24%

12%

7%

18%

14%

13%

12%

14%

12%

13%

15%

15%

12%

18%

13%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,106）

サービス業（N=1,863）

卸・小売業（N=980）

運輸業（N=425）

広告業（N=309）

情報サービス業（N=772）

コンテンツ産業（N=229）

建材・住宅設備業（N=126）

建設業（N=802）

非製造業 集計（N=6,612）

その他の製造業（N=1,353）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=386）

電機・情報通信機器製造業（N=396）

機械製造業（N=547）

金属産業（N=1,405）

化学産業（N=340）

印刷業（N=474）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=331）

繊維業（N=359）

食品製造業（N=270）

製造業 集計（N=5,947）

全業種（N=12,587）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「概ね反

映された（99～81%）」（31%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが輸送用機械製造業（45%）、

最も小さいのがコンテンツ産業（15%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「減

額された（マイナス）」（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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４－２．価格決定方法

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、原材料費の反映状況をお答えください。

設問10-3

31%

22%

19%

21%

10%

19%

23%

16%

21%

17%

19%

19%

12%

30%

26%

16%

23%

31%

12%

14%

13%

13%

20%

20%

31%

26%

27%

36%

27%

28%

23%

16%

38%

40%

29%

36%

53%

35%

40%

39%

40%

32%

40%

37%

32%

39%

38%

33%

23%

16%

21%

22%

32%

19%

16%

22%

25%

27%

21%

26%

19%

23%

26%

24%

23%

33%

27%

34%

26%

26%

23%

11%

13%

10%

16%

15%

9%

18%

10%

12%

10%

10%

7%

8%

8%

12%

13%

12%

8%

10%

15%

25%

20%

10%

14%

18%

28%

26%

9%

18%

9%

11%

7%

11%

6%

9%

7%

10%

8%

11%

8%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=26）

その他非製造業（N=1,084）

サービス業（N=1,805）

卸・小売業（N=987）

運輸業（N=413）

広告業（N=310）

情報サービス業（N=716）

コンテンツ産業（N=219）

建材・住宅設備業（N=127）

建設業（N=792）

非製造業 集計（N=6,453）

その他の製造業（N=1,355）

輸送用機械製造業（N=78）

自動車・自動車部品製造業（N=386）

電機・情報通信機器製造業（N=393）

機械製造業（N=547）

金属産業（N=1,408）

化学産業（N=339）

印刷業（N=479）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=328）

繊維業（N=356）

食品製造業（N=270）

製造業 集計（N=5,939）

全業種（N=12,418）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「概ね反

映された（99～81%）」（33%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが輸送用機械製造業（53%）、

最も小さいのがコンテンツ産業（16%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「減

額された（マイナス）」（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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４－２．価格決定方法

令和7年度に適用する単価の決定・改定にあたり、エネルギー価格の反映状況をお答えください。

設問10-4

23%

21%

17%

18%

12%

17%

23%

17%

19%

16%

18%

16%

9%

22%

21%

14%

15%

24%

10%

12%

13%

10%

15%

17%

35%

24%

25%

33%

29%

29%

20%

13%

32%

39%

27%

32%

51%

36%

33%

35%

36%

30%

31%

29%

28%

32%

33%

30%

19%

15%

20%

20%

31%

15%

15%

20%

26%

26%

20%

26%

23%

16%

22%

25%

25%

24%

31%

28%

32%

26%

25%

23%

12%

14%

14%

15%

16%

10%

21%

10%

11%

13%

13%

9%

9%

9%

12%

11%

9%

15%

16%

17%

17%

12%

13%

19%

28%

22%

15%

12%

24%

31%

28%

13%

9%

21%

13%

8%

16%

13%

14%

12%

13%

13%

15%

11%

15%

13%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=26）

その他非製造業（N=1,085）

サービス業（N=1,793）

卸・小売業（N=973）

運輸業（N=417）

広告業（N=308）

情報サービス業（N=710）

コンテンツ産業（N=218）

建材・住宅設備業（N=126）

建設業（N=783）

非製造業 集計（N=6,413）

その他の製造業（N=1,339）

輸送用機械製造業（N=78）

自動車・自動車部品製造業（N=383）

電機・情報通信機器製造業（N=389）

機械製造業（N=538）

金属産業（N=1,403）

化学産業（N=337）

印刷業（N=472）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=324）

繊維業（N=355）

食品製造業（N=271）

製造業 集計（N=5,889）

全業種（N=12,328）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「概ね反

映された（99～81%）」（30%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが輸送用機械製造業（51%）、

最も小さいのがコンテンツ産業（13%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「減

額された（マイナス）」（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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設問10で「1: 全て反映された（100%）」・「2: 概ね反映された（99～81%）」または「3: 一部反映された（80～41%）」とひとつでも回答した方にお

伺いします。

変動コストを令和7年度の単価に反映できた理由は何だと思いますか。【複数回答可】

４－２．価格決定方法
設問11

凡例

43%

33%

36%

40%

51%

42%

34%

40%

39%

38%

38%

40%

43%

50%

43%

43%

44%

36%

58%

45%

40%

43%

44%

41%

8%

17%

10%

11%

8%

15%

11%

33%

18%

9%

17%

11%

13%

8%

5%

14%

12%

22%

13%

15%

23%

21%

15%

15%

13%

23%

19%

17%

18%

18%

27%

14%

15%

21%

15%

21%

30%

21%

27%

20%

19%

6%

9%

11%

7%

10%

21%
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14%

8%

12%

11%

11%

9%

12%

13%

13%

11%

14%

26%

14%

16%

12%

14%

17%

13%

15%

12%

48%

43%

45%

52%

45%

47%

45%

46%

50%

42%

46%

49%

39%

42%

46%

45%

45%

53%

44%

51%

51%

52%

47%

46%

10%

13%

12%

13%

20%

15%

14%

13%

9%

12%

16%

11%

13%

10%

9%

12%

9%

9%

11%

11%

9%

10%

14%

12%

17%

9%

10%

14%

14%

22%

16%

13%

18%

25%

9%

16%

10%

14%

16%

13%

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300%

業種未回答（N=23）

その他非製造業（N=693）

サービス業（N=1,273）

卸・小売業（N=760）

運輸業（N=320）

広告業（N=198）

情報サービス業（N=547）

コンテンツ産業（N=136）

建材・住宅設備業（N=106）

建設業（N=661）

非製造業 集計（N=4,694）

その他の製造業（N=1,102）

輸送用機械製造業（N=77）

自動車・自動車部品製造業（N=319）

電機・情報通信機器製造業（N=348）

機械製造業（N=430）

金属産業（N=1,204）

化学産業（N=291）

印刷業（N=396）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=257）

繊維業（N=275）

食品製造業（N=215）

製造業 集計（N=4,914）

全業種（N=9,631）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

製
造
業

非
製
造
業

◼ 全業種で最も選択された選択肢は

「これまでも価格転嫁に応じていたた

め」 （46%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した

割合が最も大きいのが化学産業

（53%）、最も小さいのが輸送用機

械製造業（39%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択

肢は「価格交渉促進月間等の政府

の動きを活用した申し入れを行ったた

め」 （1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要



20%

10%

11%

10%

19%

16%

23%
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12%

16%

14%

16%

14%
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17%
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11%

27%

13%

15%
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14%

20%
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32%
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31%
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20%

14%
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36%

29%

29%

40%

37%

45%

26%

24%

29%

19%

28%

20%

29%

26%

32%

11%

32%

19%

25%

25%

10%
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15%

12%

6%
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13%
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17%
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10%
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17%
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12%
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9%

5%

40%

18%

23%

36%

31%

42%

20%

29%

47%

34%

26%

23%

12%

14%

18%

25%

36%
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40%

42%

33%

29%
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20%
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14%

13%

9%

11%

8%

29%

12%

12%

7%

8%

7%
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10%

80%

38%

26%

16%

13%

18%

29%

18%

10%

24%

20%

18%

17%

18%

25%

16%

30%

11%

17%

18%

28%

19%

22%

0% 40% 80% 120% 160% 200%

業種未回答（N=5）

その他非製造業（N=396）

サービス業（N=590）

卸・小売業（N=240）

運輸業（N=113）

広告業（N=104）

情報サービス業（N=240）

コンテンツ産業（N=108）

建材・住宅設備業（N=30）

建設業（N=150）

非製造業 集計（N=1,971）

その他の製造業（N=330）

輸送用機械製造業（N=17）

自動車・自動車部品製造業（N=102）

電機・情報通信機器製造業（N=89）

機械製造業（N=138）

金属産業（N=317）

化学産業（N=76）

印刷業（N=124）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=92）

繊維業（N=97）

食品製造業（N=69）

製造業 集計（N=1,451）

全業種（N=3,427）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

製
造
業

非
製
造
業

62

設問10で「4: あまり反映されなかった（40～1%）」・「5: 反映されなかった（0%）」または「6： 減額された（マイナス）」とひとつでも回答した方にお伺

いします。

変動コストを令和7年度の単価に反映できなかった理由は何だと思いますか【複数回答可】。

４－２．価格決定方法
設問12

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「貴社と同

業の他社が多いため」 （27%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建材・住宅設備業（47%）、

最も小さいのが輸送用機械製造業（12%）

だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「原

材料・エネルギー等のコストが減少しているた

め」、「一時金で対応されているため」

（1%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要
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発注側企業に納める主な製品・サービスの原価・コストを以下の４つの費目に分けた場合（①労務費、②原材料価格、③エネル

ギー価格、④その他の費用）、どの費目がコスト全体のうち最も多くの割合を占めていますか。

４－２．価格決定方法
設問13

凡例
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45%
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11%
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10%

14%

11%

10%
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6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,096）

サービス業（N=1,819）

卸・小売業（N=970）

運輸業（N=420）

広告業（N=307）

情報サービス業（N=761）

コンテンツ産業（N=229）

建材・住宅設備業（N=123）

建設業（N=798）

非製造業 集計（N=6,523）

その他の製造業（N=1,361）

輸送用機械製造業（N=87）

自動車・自動車部品製造業（N=388）

電機・情報通信機器製造業（N=396）

機械製造業（N=545）

金属産業（N=1,393）

化学産業（N=340）

印刷業（N=477）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=326）

繊維業（N=343）

食品製造業（N=266）

製造業 集計（N=5,922）

全業種（N=12,473）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「労務費」

だった（46%）。

業種別で、「労務費」を選択した割合が最も

大きいのが情報サービス業（88%）、最も小

さいのが卸・小売業（18%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「エ

ネルギー価格」だった（3%）。

各業種において基本的には同様の傾向であっ

たが、運輸業では「エネルギー価格」を選択し

た割合が比較的高く23%だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－３．減額（歩引きやリベート等）

直近1年間で、発注側企業から、歩引きやリベート等により、発注時に定めた代金から差し引かれた若しくは支払代金の割り戻し

をされた（以下、「減額された」という）ことはありますか。

設問14

凡例

84%

95%

94%

90%

96%

93%

97%

93%

90%

88%

93%

93%

93%

96%

95%

94%

95%

94%

92%

91%

87%

87%

93%

93%

16%

10%

7%

7%

10%

12%

7%

7%

7%

5%

6%

5%

6%

8%

9%

13%

13%

7%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=31）

その他非製造業（N=1,200）

サービス業（N=1,956）

卸・小売業（N=1,024）

運輸業（N=435）

広告業（N=321）

情報サービス業（N=796）

コンテンツ産業（N=243）

建材・住宅設備業（N=130）

建設業（N=825）

非製造業 集計（N=6,930）

その他の製造業（N=1,401）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=397）

電機・情報通信機器製造業（N=408）

機械製造業（N=570）

金属産業（N=1,446）

化学産業（N=352）

印刷業（N=490）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=367）

食品製造業（N=282）

製造業 集計（N=6,142）

全業種（N=13,103）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「減額され

たことはない」だった（93%）。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



25%

29%

38%

22%

40%

52%

44%

50%

38%

36%

34%

20%

33%

31%

40%

27%

37%

17%

22%

16%

16%

16%

24%

29%

25%

45%

36%

71%

27%

38%

48%

69%

46%

44%

49%

68%

50%

38%

55%

57%

66%

61%

65%

87%

89%

73%

68%

58%

15%

11%

17%

20%

10%

20%

31%

8%

21%

16%

18%

33%

8%

5%

16%

12%

28%

11%

13%

18%

14%

15%

15%

25%

20%

10%

15%

20%

12%

15%

20%

15%

10%

15%

16%

16%

11%

11%

13%

16%

12%

13%

0% 40% 80% 120% 160%

業種未回答（N=4）

その他非製造業（N=55）

サービス業（N=110）

卸・小売業（N=101）

運輸業（N=15）

広告業（N=21）

情報サービス業（N=25）

コンテンツ産業（N=16）

建材・住宅設備業（N=13）

建設業（N=95）

非製造業 集計（N=451）

その他の製造業（N=96）

輸送用機械製造業（N=6）

自動車・自動車部品製造業（N=13）

電機・情報通信機器製造業（N=20）

機械製造業（N=37）

金属産業（N=76）

化学産業（N=18）

印刷業（N=37）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=31）

繊維業（N=45）

食品製造業（N=37）

製造業 集計（N=416）

全業種（N=871）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

65

設問14で「減額されたことがある」と回答した方にお伺いします。

歩引きやリベート等の減額を受け入れた理由についてあてはまるものをお答えください。【複数回答可】

４－３．減額（歩引きやリベート等）
設問15

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「発注側

企業の慣行として従前から行われているため」

（58%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが繊維業（89%）、最も小さいの

が運輸業（27%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「歩

引きやリベートを受けることで、自社の販売促

進に繋がるなど一定程度のメリットを感じたた

め」 （13%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建設業、運輸業、その他非製造

業（20%）、最も小さいのが輸送用機械製

造業（0%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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設問14で「減額されたことがある」と回答した方にお伺いします。

取引1件あたりの平均的な減額割合についてお答えください。

４－３．減額（歩引きやリベート等）

凡例

設問16-1

150%

10%

13%

4%

9%

14%

12%

11%

6%

7%

9%

6%

7%

10%

6%

8%

6%

4%

5%

4%

4%

5%

6%

7%

0% 40% 80% 120% 160%

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=40）

サービス業（N=92）

卸・小売業（N=87）

運輸業（N=12）

広告業（N=21）

情報サービス業（N=22）

コンテンツ産業（N=15）

建材・住宅設備業（N=12）

建設業（N=80）

非製造業 集計（N=381）

その他の製造業（N=91）

輸送用機械製造業（N=5）

自動車・自動車部品製造業（N=12）

電機・情報通信機器製造業（N=19）

機械製造業（N=25）

金属産業（N=67）

化学産業（N=16）

印刷業（N=34）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=29）

繊維業（N=42）

食品製造業（N=30）

製造業 集計（N=370）

全業種（N=752）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種での減額割合は7%だった。

業種別で、取引1件あたりの平均的な減額割

合が最も大きいのが広告業（14%）、最も

小さいのが繊維業、パルプ・紙・紙加工品製

造業、化学産業、卸・小売業（4%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



４－３．減額（歩引きやリベート等）

67

設問14で「減額されたことがある」と回答した方にお伺いします。

年間の減額要請の頻度についてお答えください。

設問16-2

凡例

50 回

8 回

8 回

14 回

7 回

11 回

3 回

6 回

9 回

11 回

10 回

13 回

15 回

8 回

7 回

7 回

11 回

8 回

12 回

13 回

15 回

11 回

12 回

11 回

0 回 10 回 20 回 30 回 40 回 50 回 60 回

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=34）

サービス業（N=82）

卸・小売業（N=76）

運輸業（N=8）

広告業（N=18）

情報サービス業（N=22）

コンテンツ産業（N=15）

建材・住宅設備業（N=9）

建設業（N=72）

非製造業 集計（N=336）

その他の製造業（N=85）

輸送用機械製造業（N=5）

自動車・自動車部品製造業（N=10）

電機・情報通信機器製造業（N=16）

機械製造業（N=21）

金属産業（N=62）

化学産業（N=15）

印刷業（N=30）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=25）

繊維業（N=39）

食品製造業（N=28）

製造業 集計（N=336）

全業種（N=673）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種での年間の減額要請の平均頻度は

11回だった。

業種別での年間の減額要請の頻度は、最も

多いのが繊維業、輸送用機械製造業（15

回）、最も少ないのが情報サービス業（3

回）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



４－３．減額（歩引きやリベート等）

68

設問14で「減額されたことがある」と回答した方にお伺いします。

年間の減額金額（総計）についてお答えください。

設問16-3

凡例

300千円

2,439千円

1,718千円

2,817千円

2,073千円

1,206千円

6,062千円

2,000千円

3,049千円

2,489千円

2,529千円

2,250千円

4,739千円

3,594千円

1,495千円

1,412千円

2,526千円

13,741千円

1,085千円

6,082千円

1,733千円

9,551千円

3,585千円

3,047千円

0千円 5,000千円 10,000千円 15,000千円

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=32）

サービス業（N=80）

卸・小売業（N=76）

運輸業（N=7）

広告業（N=18）

情報サービス業（N=22）

コンテンツ産業（N=15）

建材・住宅設備業（N=11）

建設業（N=68）

非製造業 集計（N=329）

その他の製造業（N=78）

輸送用機械製造業（N=5）

自動車・自動車部品製造業（N=9）

電機・情報通信機器製造業（N=16）

機械製造業（N=22）

金属産業（N=58）

化学産業（N=14）

印刷業（N=29）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=26）

繊維業（N=36）

食品製造業（N=29）

製造業 集計（N=322）

全業種（N=652）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種での年間の平均減額金額（総計）

は3,047千円だった。

◼ 業種別での年間の減額金額（総計）は、

最も高いのが化学産業（13,741千円）、最

も少ないのが印刷業（1,085千円）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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直近1年間で、取引代金の現金払い（製品等の受領日から60日以内の現金払）の割合はどれくらいですか。

４－４．支払い条件
設問17

凡例

59%

75%

78%

59%

77%

79%

92%

89%

55%

71%

75%

54%

62%

65%

60%

48%

43%

57%

51%

43%

54%

74%

52%

65%

13%

11%

9%

23%

14%

12%

4%

6%

34%

20%

13%

28%

25%

20%

27%

31%

35%

28%

32%

35%

28%

13%

29%

21%

9%

6%

7%

4%

4%

5%

9%

9%

3%

5%

8%

8%

7%

6%

6%

6%

5%

13%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=32）

その他非製造業（N=1,234）

サービス業（N=1,994）

卸・小売業（N=1,052）

運輸業（N=435）

広告業（N=322）

情報サービス業（N=800）

コンテンツ産業（N=245）

建材・住宅設備業（N=132）

建設業（N=848）

非製造業 集計（N=7,062）

その他の製造業（N=1,412）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=398）

電機・情報通信機器製造業（N=408）

機械製造業（N=570）

金属産業（N=1,453）

化学産業（N=353）

印刷業（N=496）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=368）

食品製造業（N=280）

製造業 集計（N=6,169）

全業種（N=13,263）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て現金

払い（100％）」（65%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが情報サービス業（92%）、最も

小さいのがパルプ・紙・紙加工品製造業、金

属産業（43%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「現

金は10～30%未満」（3%）だった。

各業種においても同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－４．支払い条件

設問17で「1: 全て現金払い」“以外”と回答した方にお伺いします。

現金以外の支払い手段のうち最も多いものをお答えください。

設問18

凡例

25%

18%

11%

20%

18%

28%

16%

12%

22%

24%

18%

21%

20%

19%

15%

11%

18%

19%

24%

19%

22%

24%

19%

19%

25%

36%

26%

47%

33%

38%

30%

28%

60%

52%

39%

60%

60%

57%

65%

66%

65%

53%

54%

69%

55%

24%

61%

53%

8%

12%

14%

12%

19%

12%

16%

8%

8%

7%

12%

10%

6%

15%

14%

13%

12%

5%

9%

7%

10%

9%

11%

11%

25%

12%

15%

12%

15%

14%

18%

36%

8%

12%

13%

6%

8%

22%

9%

9%

30%

7%

9%

17%

22%

34%

10%

14%

8%

21%

16%

17%

9%

6%

13%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=12）

その他非製造業（N=292）

サービス業（N=392）

卸・小売業（N=405）

運輸業（N=93）

広告業（N=65）

情報サービス業（N=57）

コンテンツ産業（N=25）

建材・住宅設備業（N=60）

建設業（N=241）

非製造業 集計（N=1,630）

その他の製造業（N=624）

輸送用機械製造業（N=35）

自動車・自動車部品製造業（N=134）

電機・情報通信機器製造業（N=159）

機械製造業（N=288）

金属産業（N=804）

化学産業（N=149）

印刷業（N=237）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=191）

繊維業（N=162）

食品製造業（N=70）

製造業 集計（N=2,853）

全業種（N=4,495）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「電子債

権」（53%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがパルプ・紙・紙加工品製造業

（69%）、最も小さいのが食品製造業

（24%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「期

日現金（製品等の受領日から60日を超える

現金払い）」 （9 ※ %）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがコンテンツ産業（36%）、最も

小さいのが金属産業、電機・情報通信機器

製造業、自動車・自動車部品製造業

（4%）だった。

※「その他」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－４．支払い条件

設問18で「1: 約束手形」・「2: 電子債権」または「3: 一括決済方式（ファクタリング）」と回答した方にお伺いします。

取引代金を手形等（約束手形・電子債権・一括決済方式（ファクタリング）のいずれか）で受け取っている場合※、手形等のサイ

トはどれくらいですか。
※受注金額により支払条件が異なる場合、手形等の支払割合が多い取引を想定してお答えください。

設問19

凡例

19%

33%

9%

17%

16%

6%

25%

8%

5%

15%

5%

3%

8%

3%

7%

5%

3%

4%

3%

4%

24%

5%

8%

29%

43%

39%

38%

48%

40%

47%

25%

47%

59%

44%

49%

52%

60%

52%

46%

55%

36%

56%

46%

50%

58%

51%

49%

71%

37%

28%

53%

35%

44%

47%

50%

45%

36%

41%

45%

45%

33%

45%

47%

40%

61%

39%

51%

45%

18%

44%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=7）

その他非製造業（N=185）

サービス業（N=190）

卸・小売業（N=306）

運輸業（N=60）

広告業（N=50）

情報サービス業（N=34）

コンテンツ産業（N=12）

建材・住宅設備業（N=51）

建設業（N=190）

非製造業 集計（N=1,078）

その他の製造業（N=552）

輸送用機械製造業（N=29）

自動車・自動車部品製造業（N=120）

電機・情報通信機器製造業（N=143）

機械製造業（N=250）

金属産業（N=756）

化学産業（N=113）

印刷業（N=202）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=179）

繊維業（N=137）

食品製造業（N=38）

製造業 集計（N=2,519）

全業種（N=3,604）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「60日

（2ヶ月）以内」（49%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが自動車・自動車部品製造業

（60%）、最も小さいのがコンテンツ産業

（25%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「30

日（1ヶ月）以内」（8%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがサービス業（33%）、最も小さい

のがパルプ・紙・紙加工品製造業、化学産業、

電機・情報通信機器製造業、輸送用機械

製造業（3%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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設問17で「1: 全て現金払い」“以外”と回答した方にお伺いします。

直近1年間で、取引代金の受け取り方法を手形等から現金払い（製品等の受領日から60日以内の現金払）へ変更するための

協議を行いましたか。

４－４．支払い条件
設問20

凡例

14%

8%

19%

25%

16%

16%

29%

14%

15%

25%

16%

30%

33%

25%

30%

19%

22%

27%

16%

15%

26%

22% 2%

9%

9%

8%

6%

6%

8%

12%

12%

5%

8%

6%

20%

13%

10%

12%

21%

9%

8%

11%

7%

6%

56%

60%

73%

50%

44%

60%

69%

89%

46%

53%

59%

45%

36%

36%

33%

44%

40%

38%

42%

34%

45%

46%

41%

47%

33%

17%

10%

18%

16%

9%

6%

15%

20%

15%

18%

36%

17%

22%

17%

16%

16%

19%

18%

23%

15%

18%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=9）

その他非製造業（N=213）

サービス業（N=270）

卸・小売業（N=278）

運輸業（N=61）

広告業（N=43）

情報サービス業（N=45）

コンテンツ産業（N=18）

建材・住宅設備業（N=48）

建設業（N=176）

非製造業 集計（N=1,152）

その他の製造業（N=497）

輸送用機械製造業（N=25）

自動車・自動車部品製造業（N=103）

電機・情報通信機器製造業（N=123）

機械製造業（N=224）

金属産業（N=611）

化学産業（N=118）

印刷業（N=197）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=154）

繊維業（N=116）

食品製造業（N=52）

製造業 集計（N=2,220）

全業種（N=3,381）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「協議を行

う必要がなかった」（47%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがコンテンツ産業（89%）、最も

小さいのが電機・情報通信機器製造業

（33%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業から申し出があったが協議を行わな

かった」 （2%）だった。

各業種においても概ね同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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設問17で「1: 全て現金払い」“以外”と回答した方にお伺いします。

電子記録債権やファクタリング等の手数料がかかる支払手段を使用している場合、割引料や振込手数料については誰が負担し

ていますか

４－４．支払い条件
設問21

凡例

30%

28%

29%

23%

27%

23%

33%

42%

23%

19%

25%

26%

32%

24%

21%

25%

27%

30%

29%

32%

23%

25%

26%

26%

20%

13%

14%

13%

17%

18%

5%

8%

18%

11%

13%

10%

8%

12%

11%

11%

9%

14%

9%

12%

9%

16%

10%

11%

40%

15%

15%

23%

17%

23%

28%

17%

27%

24%

20%

26%

31%

32%

31%

28%

25%

26%

26%

28%

29%

28%

25%

10%

44%

42%

41%

39%

38%

33%

33%

32%

47%

42%

39%

44%

33%

35%

34%

36%

30%

35%

30%

40%

29%

36%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=10）

その他非製造業（N=180）

サービス業（N=238）

卸・小売業（N=277）

運輸業（N=64）

広告業（N=40）

情報サービス業（N=39）

コンテンツ産業（N=12）

建材・住宅設備業（N=44）

建設業（N=178）

非製造業 集計（N=1,072）

その他の製造業（N=477）

輸送用機械製造業（N=25）

自動車・自動車部品製造業（N=100）

電機・情報通信機器製造業（N=127）

機械製造業（N=206）

金属産業（N=615）

化学産業（N=102）

印刷業（N=167）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=140）

繊維業（N=119）

食品製造業（N=51）

製造業 集計（N=2,129）

全業種（N=3,211）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「割引料も

振込手数料も自社（受注側企業）」

（38%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建設業（47%）、最も小さいの

が食品製造業（29＊%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「割

引料は発注側企業、振込手数料は自社」

（11%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建材・住宅設備業、広告業

（18＊ %）、最も小さいのが情報サービス業

（5%）だった。

＊業種未回答は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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貴社は令和8年1月1日以降、改正下請法の対象取引では、支払手段として約束手形の利用が認められない事を御存知ですか
令和8年1月1日付けで施行される下請法の改正法において、対象取引において手形払を禁止し、また、その他の支払手段（電子債権やファクタリング

等）についても、支払期日までに代金相当額を得ることが困難なものは禁止されます。

４－４．支払い条件
設問22

凡例

71%

60%

55%

68%

75%

68%

63%

63%

75%

67%

63%

79%

79%

84%

77%

78%

83%

83%

81%

82%

76%

66%

80%

71%

29%

40%

45%

32%

25%

32%

37%

37%

25%

33%

37%

21%

21%

16%

23%

22%

17%

17%

19%

18%

24%

34%

20%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=31）

その他非製造業（N=1,170）

サービス業（N=1,853）

卸・小売業（N=1,011）

運輸業（N=416）

広告業（N=311）

情報サービス業（N=772）

コンテンツ産業（N=234）

建材・住宅設備業（N=129）

建設業（N=807）

非製造業 集計（N=6,703）

その他の製造業（N=1,382）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=387）

電機・情報通信機器製造業（N=395）

機械製造業（N=558）

金属産業（N=1,428）

化学産業（N=348）

印刷業（N=486）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=337）

繊維業（N=359）

食品製造業（N=262）

製造業 集計（N=6,031）

全業種（N=12,765）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「知ってい

る」（71%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが自動車・自動車部品製造業

（84%）、最も小さいのがサービス業

（55%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－４．支払い条件

令和8年1月1日以降に受注する取引の代金の受け取りについて、最も多いと考えられる支払方法をお答えください。

設問23

凡例

70%

82%

84%

78%

88%

90%

95%

94%

89%

86%

85%

78%

84%

85%

85%

73%

75%

80%

80%

72%

79%

86%

78%

82%

7%

5%

12%

5%

9%

7%

5%

16%

11%

8%

10%

17%

18%

12%

14%

24%

16%

5%

15%

10%

13%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=30）

その他非製造業（N=6,251）

サービス業（N=310）

卸・小売業（N=1,845）

運輸業（N=1,007）

広告業（N=1,162）

情報サービス業（N=422）

コンテンツ産業（N=779）

建材・住宅設備業（N=238）

建設業（N=488）

非製造業 集計（N=815）

その他の製造業（N=1,389）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=391）

電機・情報通信機器製造業（N=400）

機械製造業（N=560）

金属産業（N=1,434）

化学産業（N=347）

印刷業（N=337）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=131）

繊維業（N=360）

食品製造業（N=266）

製造業 集計（N=6,519）

全業種（N=12,800）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「現金

（製品等の受領日から60日以内の現金払

い） 」（82%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが情報サービス業（95%）、最も

小さいのがパルプ・紙・紙加工品製造業（72
＊%）だった。

＊業種未回答は除いた。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「一

括決済方式（ファクタリング）」・「その他」

（2%）だった。

業種別でも概ね同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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４－４．支払い条件

設問23で「1: 現金（製品等の受領日から60日以内の現金払）」“以外”と回答した方にお伺いします。

取引代金を電子債権や一括決済方式（ファクタリング）で受け取る場合※、支払いサイトはどれくらいと考えられますか。
※受注金額により支払条件が異なる場合、電子債権や一括決済方式（ファクタリング）の支払割合が多い取引を想定してお答えください。

設問24

凡例

38%

50%

18%

48%

43%

39%

50%

20%

25%

35%

16%

20%

32%

9%

17%

12%

7%

15%

9%

13%

29%

14%

21%

50%

47%

30%

60%

34%

48%

57%

38%

60%

63%

47%

64%

70%

57%

69%

64%

71%

50%

66%

63%

62%

52%

65%

59%

50%

11%

7%

9%

13%

6%

13%

10%

16%

13%

7%

34%

7%

20%

17%

10%

12%

10%

11%

16%

11%

10%

20%

6%

11%

8%

7%

6%

10%

9%

12%

9%

8%

10%

8%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=4）

その他非製造業（N=90）

サービス業（N=152）

卸・小売業（N=141）

運輸業（N=29）

広告業（N=23）

情報サービス業（N=23）

コンテンツ産業（N=8）

建材・住宅設備業（N=10）

建設業（N=68）

非製造業 集計（N=544）

その他の製造業（N=232）

輸送用機械製造業（N=10）

自動車・自動車部品製造業（N=37）

電機・情報通信機器製造業（N=45）

機械製造業（N=109）

金属産業（N=284）

化学産業（N=56）

印刷業（N=74）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=81）

繊維業（N=53）

食品製造業（N=21）

製造業 集計（N=1,002）

全業種（N=1,550）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「60日

（2ヶ月）以内」（59%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが金属産業（71%）、最も小さい

のがサービス業（30%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「60

日（2ヶ月）超」 （10 ※1 %）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが化学産業（34 ※2 %）、最も小

さいのが建材・住宅設備業、情報サービス業

（0%）だった。

※1 「その他」は除いた。

※2 「業種未回答」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業
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貴社からの支払いで最も多い手段をお答えください。

４－４．支払い条件
設問25

凡例

90%
90%
92%

85%
93%
93%
97%

97%
86%
93%

91%
84%
89%
90%
89%

79%
84%

77%
86%

70%
87%
89%

84%
88%

10%

10%

6%

9%

7%

10%

8%

14%

11%

9%

21%

8%

10%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=29）

その他非製造業（N=1,139）

サービス業（N=1,828）

卸・小売業（N=1,002）

運輸業（N=419）

広告業（N=313）

情報サービス業（N=782）

コンテンツ産業（N=241）

建材・住宅設備業（N=131）

建設業（N=815）

非製造業 集計（N=6,670）

その他の製造業（N=1,383）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=391）

電機・情報通信機器製造業（N=403）

機械製造業（N=560）

金属産業（N=1,428）

化学産業（N=349）

印刷業（N=484）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=336）

繊維業（N=359）

食品製造業（N=266）

製造業 集計（N=6,050）

全業種（N=12,749）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「現金

（製品等の受領日から60日以内の現金

払） 」 （88%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがコンテンツ産業、情報サービス業

（97%）、最も小さいのがパルプ・紙・紙加

工品製造業（70%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「約

束手形」、「一括決済方式（ファクタリン

グ）」 （1%）だった。

当該両選択肢を選択した割合に関し、業種

別でも概ね同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



４－５．発注書面の交付

78

直近1年間で、発注側企業から、発注書面は交付されましたか。

設問26

凡例

74%

67%

69%

80%

77%

68%

89%

78%

85%

90%

76%

86%

85%

91%

94%

93%

92%

90%

85%

94%

88%

81%

89%

82%

26%

33%

31%

20%

23%

32%

11%

22%

15%

10%

24%

14%

15%

9%

6%

7%

8%

10%

15%

6%

12%

19%

11%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=27）

その他非製造業（N=1,147）

サービス業（N=1,902）

卸・小売業（N=1,015）

運輸業（N=434）

広告業（N=321）

情報サービス業（N=797）

コンテンツ産業（N=240）

建材・住宅設備業（N=131）

建設業（N=829）

非製造業 集計（N=6,816）

その他の製造業（N=1,392）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=397）

電機・情報通信機器製造業（N=406）

機械製造業（N=562）

金属産業（N=1,442）

化学産業（N=350）

印刷業（N=489）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=338）

繊維業（N=365）

食品製造業（N=278）

製造業 集計（N=6,108）

全業種（N=12,951）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「交付され

た」 （82%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがパルプ・紙・紙加工品製造業、

電機・情報通信機器製造業（94%）、最も

小さいのがその他非製造業（67%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



４－５．発注書面の交付

79

設問26で「交付された」と回答した方にお伺いします。

発注書面が交付されたタイミングについて、あてはまるものを選択してください。

設問27

凡例

70%

79%

78%

82%

80%

67%

86%

57%

69%

77%

78%

87%

82%

84%

88%

82%

88%

92%

86%

91%

84%

88%

87%

83%

30%

17%

19%

16%

18%

30%

12%

38%

28%

21%

19%

12%

13%

14%

11%

17%

11%

7%

12%

8%

16%

12%

12%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=20）

その他非製造業（N=738）

サービス業（N=1,271）

卸・小売業（N=793）

運輸業（N=322）

広告業（N=212）

情報サービス業（N=699）

コンテンツ産業（N=180）

建材・住宅設備業（N=108）

建設業（N=732）

非製造業 集計（N=5,055）

その他の製造業（N=1,176）

輸送用機械製造業（N=76）

自動車・自動車部品製造業（N=356）

電機・情報通信機器製造業（N=376）

機械製造業（N=516）

金属産業（N=1,311）

化学産業（N=313）

印刷業（N=409）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=315）

繊維業（N=318）

食品製造業（N=224）

製造業 集計（N=5,390）

全業種（N=10,465）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「発注後、

直ちに交付された」（83%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが化学産業（92%）、最も小さい

のがコンテンツ産業（57%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「納

品後、又は支払代金の受領時の段階で交付

された」 （2 %）だった 。

業種別でも概ね同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



18%

15%

15%

13%

19%

18%

14%

13%

13%

16%

15%

14%

23%

13%

11%

14%

13%

17%

18%

20%

13%

19%

15%

15%

24%

19%

21%

22%

28%

21%

15%

20%

25%

21%

21%

20%

24%

19%

13%

16%

20%

27%

25%

30%

23%

31%

21%

21%

18%

16%

15%

19%

19%

18%

15%

15%

18%

19%

17%

18%

24%

17%

13%

16%

18%

20%

20%

19%

23%

22%

18%

18%

29%

19%

16%

24%

22%

20%

15%

15%

15%

17%

18%

21%

17%

17%

15%

22%

21%

26%

23%

29%

25%

25%

22%

20%

65%

71%

73%

63%

64%

73%

81%

77%

61%

74%

72%

67%

69%

70%

76%

71%

66%

61%

62%

55%

58%

51%

65%

68%

0% 40% 80% 120% 160%

業種未回答（N=17）

その他非製造業（N=690）

サービス業（N=1,203）

卸・小売業（N=723）

運輸業（N=304）

広告業（N=203）

情報サービス業（N=654）

コンテンツ産業（N=168）

建材・住宅設備業（N=106）

建設業（N=678）

非製造業 集計（N=4,729）

その他の製造業（N=1,082）

輸送用機械製造業（N=70）

自動車・自動車部品製造業（N=338）

電機・情報通信機器製造業（N=349）

機械製造業（N=482）

金属産業（N=1,218）

化学産業（N=290）

印刷業（N=391）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=289）

繊維業（N=300）

食品製造業（N=211）

製造業 集計（N=5,020）

全業種（N=9,766）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－５．発注書面の交付

80

設問26で「交付された」と回答した方にお伺いします。

発注書面の交付内容について、記載がなかったものを選択してください。【複数回答可】

設問28

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「当てはま

るものはない」 （68%）だった。

◼ 全業種で次に選択された選択肢は「支払代

金の額」（21%）だった

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが食品製造業（31%）、最も小

さいのが電機・情報通信機器製造業

（13%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「給

付の内容」（15%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが輸送用機械製造業（23%）、

最も小さいのが電機・情報通信機器製造業

（11%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



25%

35%

36%

41%

26%

47%

58%

46%

39%

26%

40%

48%

47%

47%

54%

53%

38%

66%

39%

41%

43%

49%

46%

43%

8%

9%

9%

10%

13%

15%

10%

10%

7%

15%

10%

9%

5%

9%

10%

7%

11%

5%

11%

8%

6%

5%

9%

10%

67%

56%

55%

49%

61%

38%

32%

44%

54%

59%

50%

44%

48%

44%

36%

40%

51%

28%

50%

51%

51%

47%

45%

48%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=12）

その他非製造業（N=684）

サービス業（N=1,143）

卸・小売業（N=621）

運輸業（N=212）

広告業（N=234）

情報サービス業（N=619）

コンテンツ産業（N=191）

建材・住宅設備業（N=82）

建設業（N=476）

非製造業 集計（N=4,262）

その他の製造業（N=965）

輸送用機械製造業（N=58）

自動車・自動車部品製造業（N=278）

電機・情報通信機器製造業（N=308）

機械製造業（N=434）

金属産業（N=930）

化学産業（N=274）

印刷業（N=320）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=217）

繊維業（N=233）

食品製造業（N=197）

製造業 集計（N=4,214）

全業種（N=8,488）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

81

貴社の保有する知的財産等※を保護するための対応を行っていますか。
※知的財産権及び技術上又は営業上の秘密等（ノウハウ、金型・設計図・図面等）

４－６．知的財産等への対応
設問29

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「未実施」

（48%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが運輸業（61＊%）、最も小さい

のが化学産業（28%）だった。

＊「業種未回答」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



11%

6%

6%

7%

11%

13%

15%

9%

19%

28%

20%

16%

10%

14%

19%

12%

21%

24%

23%

16%

28%

18%

21%

15%

18%

19%

17%

93%

81%

80%

78%

83%

71%

62%

71%

81%

85%

78%

71%

78%

70%

64%

66%

78%

52%

77%

73%

78%

73%

72%

75%

6%

7%

0% 40% 80% 120%

業種未回答（N=29）

その他非製造業（N=1,195）

サービス業（N=1,948）

卸・小売業（N=1,016）

運輸業（N=421）

広告業（N=319）

情報サービス業（N=788）

コンテンツ産業（N=246）

建材・住宅設備業（N=130）

建設業（N=826）

非製造業 集計（N=6,889）

その他の製造業（N=1,381）

輸送用機械製造業（N=85）

自動車・自動車部品製造業（N=395）

電機・情報通信機器製造業（N=407）

機械製造業（N=566）

金属産業（N=1,430）

化学産業（N=350）

印刷業（N=484）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=337）

繊維業（N=360）

食品製造業（N=273）

製造業 集計（N=6,068）

全業種（N=12,986）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－６．知的財産等への対応

82

貴社には知的財産等を管理するための体制はありますか。【複数回答可】

設問30

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「体制はな

い」 （75%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建設業（85%）、最も小さいの

が化学産業（52%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「専

門部署を設置している」（3＊%）だった 。

業種別で、「専門部署を設置している」を選

択した割合が最も大きいのが化学産業

（11%）、最も小さいのが建設業、建材・住

宅設備業、サービス業（1 %）だった。

＊ 「その他」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



17%

22%

13%

19%

11%

19%

12%

27%

16%

20%

30%

31%

16%

42%

13%

20%

25%

27%

24%

17%

13%

14%

11%

21%

27%

16%

14%

10%

14%

20%

21%

21%

24%

24%

18%

37%

17%

16%

15%

22%

21%

17%

14%

15%

16%

11%

33%

44%

32%

12%

12%

19%

20%

24%

24%

34%

27%

18%

40%

20%

17%

16%

22%

20%

11%

10%

11%

12%

26%

34%

29%

10%

15%

15%

11%

14%

22%

17%

11%

32%

13%

13%

9%

11%

15%

15%

79%

70%

70%

63%

78%

46%

39%

52%

67%

75%

65%

54%

64%

55%

45%

47%

63%

30%

61%

62%

65%

49%

55%

60%

0% 40% 80% 120% 160% 200%

業種未回答（N=29）

その他非製造業（N=1,174）

サービス業（N=1,921）

卸・小売業（N=994）

運輸業（N=417）

広告業（N=314）

情報サービス業（N=784）

コンテンツ産業（N=242）

建材・住宅設備業（N=129）

建設業（N=812）

非製造業 集計（N=6,787）

その他の製造業（N=1,372）

輸送用機械製造業（N=85）

自動車・自動車部品製造業（N=391）

電機・情報通信機器製造業（N=406）

機械製造業（N=563）

金属産業（N=1,420）

化学産業（N=351）

印刷業（N=478）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=334）

繊維業（N=360）

食品製造業（N=266）

製造業 集計（N=6,026）

全業種（N=12,842）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－６．知的財産等への対応

83

貴社の知的財産等を保護するために、具体的にどのような対策をしていますか。【複数回答可】

設問31

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「特に対

策はしていない」 （60%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが運輸業（78＊%）、最も小さい

のが化学産業（30%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「公

平な契約を結ぶための交渉」 （15%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが情報サービス業（34%）、最も

小さいのが繊維業、建材・住宅設備業（9
＊%）だった。

＊「業種未回答」は除いた。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



100%

98%

98%

98%

99%

97%

98%

98%

98%

98%

98%

99%

99%

98%

98%

97%

97%

98%

97%

98%

98%

98%

98%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=29）

その他非製造業（N=1,155）

サービス業（N=1,885）

卸・小売業（N=987）

運輸業（N=411）

広告業（N=309）

情報サービス業（N=777）

コンテンツ産業（N=240）

建材・住宅設備業（N=126）

建設業（N=812）

非製造業 集計（N=6,702）

その他の製造業（N=1,361）

輸送用機械製造業（N=86）

自動車・自動車部品製造業（N=387）

電機・情報通信機器製造業（N=400）

機械製造業（N=559）

金属産業（N=1,411）

化学産業（N=341）

印刷業（N=470）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=327）

繊維業（N=357）

食品製造業（N=269）

製造業 集計（N=5,968）

全業種（N=12,699）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

84

４－６．知的財産等への対応

直近１年間の知的財産等を含んだ取引に関し、各業種において取引先企業から秘密保持契約の締結・修正について受けたこと

のある行為の内容を選択してください。【複数回答可】

設問32-1

◼ 「特に無し」との回答が大半だった。

◼ 秘密保持契約の締結・修正に関し、「特に無

し」を除く凡例記載の不利益を受けた企業の

数は一桁台と少なかった

◼ 自由記載欄には「秘密情報の取り扱いが分

からない」等と回答した業種もあり、具体的に

は印刷業、金属産業、自動車・自動車部品

製造業だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例



85

４－６．知的財産等への対応

直近１年間の知的財産等を含んだ取引に関し、各業種において取引先企業からノウハウ・技術情報の開示・漏洩について受けた

ことのある行為の内容を選択してください。【複数回答可】

設問32-2

100%

98%

98%

99%

99%

97%

98%

98%

99%

98%

98%

99%

99%

97%

96%

98%

97%

97%

97%

98%

98%

98%

97%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=24）

その他非製造業（N=1,049）

サービス業（N=1,701）

卸・小売業（N=895）

運輸業（N=378）

広告業（N=279）

情報サービス業（N=725）

コンテンツ産業（N=217）

建材・住宅設備業（N=119）

建設業（N=734）

非製造業 集計（N=6,097）

その他の製造業（N=1,282）

輸送用機械製造業（N=77）

自動車・自動車部品製造業（N=359）

電機・情報通信機器製造業（N=383）

機械製造業（N=524）

金属産業（N=1,318）

化学産業（N=317）

印刷業（N=442）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=306）

繊維業（N=337）

食品製造業（N=242）

製造業 集計（N=5,587）

全業種（N=11,708）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 「特に無し」との回答が大半だった。

◼ ノウハウ・技術情報の開示・漏洩に関し、「特

に無し」を除く凡例記載の不利益を受けた企

業の数は一桁台と少なかった。

◼ 一方で自由記載欄に「漏洩状況不明」と記

載した業種もあり、具体的には印刷業、金属

産業、機械製造業、サービス業だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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４－６．知的財産等への対応

直近１年間の知的財産等を含んだ取引に関し、各業種において取引先企業から知的財産権等の権利帰属について受けたこと

のある行為の内容を選択してください。【複数回答可】

設問32-3

100%

98%

98%

99%

97%

99%

98%

99%

99%

98%

98%

99%

99%

99%

97%

100%

98%

99%

99%

99%

98%

98%

99%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=23）

その他非製造業（N=1,049）

サービス業（N=1,695）

卸・小売業（N=906）

運輸業（N=387）

広告業（N=280）

情報サービス業（N=723）

コンテンツ産業（N=214）

建材・住宅設備業（N=116）

建設業（N=739）

非製造業 集計（N=6,109）

その他の製造業（N=1,285）

輸送用機械製造業（N=78）

自動車・自動車部品製造業（N=358）

電機・情報通信機器製造業（N=380）

機械製造業（N=533）

金属産業（N=1,323）

化学産業（N=319）

印刷業（N=445）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=309）

繊維業（N=338）

食品製造業（N=246）

製造業 集計（N=5,614）

全業種（N=11,746）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

凡例

◼ 「特に無し」との回答が大半だった。

◼ 知的財産権等の権利帰属に関し、「特に無

し」を除く凡例記載の不利益を受けた企業の

数は一桁台と少なかった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



87

４－６．知的財産等への対応

直近１年間の知的財産等を含んだ取引に関し、各業種において取引先企業から権利等の譲渡・対価について受けたことのある

行為の内容を選択してください。【複数回答可】

設問32-4

100%

98%

98%

99%

98%

94%

98%

94%

100%

99%

98%

99%

99%

99%

97%

98%

99%

99%

97%

99%

98%

98%

98%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=23）

その他非製造業（N=1,050）

サービス業（N=1,712）

卸・小売業（N=910）

運輸業（N=385）

広告業（N=284）

情報サービス業（N=730）

コンテンツ産業（N=217）

建材・住宅設備業（N=116）

建設業（N=750）

非製造業 集計（N=6,154）

その他の製造業（N=1,290）

輸送用機械製造業（N=78）

自動車・自動車部品製造業（N=359）

電機・情報通信機器製造業（N=376）

機械製造業（N=525）

金属産業（N=1,325）

化学産業（N=324）

印刷業（N=441）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=310）

繊維業（N=340）

食品製造業（N=245）

製造業 集計（N=5,613）

全業種（N=11,790）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 「特に無し」との回答が大半だった。

◼ 権利等の譲渡・対価に関し、「特に無し」を除

く凡例記載の不利益を受けた企業の数は一

桁台と少なかった。

摘要

凡例

製
造
業

非
製
造
業



４－６．知的財産等への対応

88

直近１年間の知的財産等を含んだ取引に関し、各業種において取引先企業から知財訴訟等のリスク転嫁について受けたことの

ある行為の内容を選択してください。【複数回答可】

設問32-5

100%

99%

98%

98%

98%

100%

98%

97%

99%

98%

98%

99%

94%

100%

98%

98%

99%

98%

98%

99%

98%

99%

99%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=23）

その他非製造業（N=1,045）

サービス業（N=1,714）

卸・小売業（N=904）

運輸業（N=382）

広告業（N=286）

情報サービス業（N=725）

コンテンツ産業（N=215）

建材・住宅設備業（N=118）

建設業（N=749）

非製造業 集計（N=6,138）

その他の製造業（N=1,292）

輸送用機械製造業（N=78）

自動車・自動車部品製造業（N=361）

電機・情報通信機器製造業（N=378）

機械製造業（N=529）

金属産業（N=1,326）

化学産業（N=323）

印刷業（N=445）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=313）

繊維業（N=342）

食品製造業（N=246）

製造業 集計（N=5,633）

全業種（N=11,794）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 「特に無し」との回答が大半だった。

◼ 権利等の譲渡・対価に関し、「特に無し」を除

く凡例記載の不利益を受けた企業の数は一

桁台と少なかった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例



25%

19%

35%

13%

12%

7%

48%

13%

76%

73%

91%

83%

77%

91%

83%

82%

82%

82%

69%

82%

48%

12%

18%

8%

37%

49%

55%

13%

8%

8%

22%

38%

20%

20%

13%

15%

8%

24%

72%

12%

5%

67%

59%

45%

58%

57%

30%

14%

21%

24%

14%

39%

20%

6%

11%

19%

7%

16%

13%

17%

17%

28%

14%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=12）

その他非製造業（N=2,743）

サービス業（N=488）

卸・小売業（N=811）

運輸業（N=390）

広告業（N=189）

情報サービス業（N=132）

コンテンツ産業（N=410）

建材・住宅設備業（N=109）

建設業（N=214）

非製造業 集計（N=390）

その他の製造業（N=656）

輸送用機械製造業（N=44）

自動車・自動車部品製造業（N=226）

電機・情報通信機器製造業（N=240）

機械製造業（N=284）

金属産業（N=730）

化学産業（N=154）

印刷業（N=138）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=58）

繊維業（N=163）

食品製造業（N=103）

製造業 集計（N=3,186）

全業種（N=5,941）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－６．知的財産等への対応

89

設問32でお答えいただいた発注側企業との主な取引の内容についてご記載ください。

設問33

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「製造委

託」（48%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「派

遣委託」（1%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



93%

92%

90%

94%

85%

90%

93%

84%

91%

86%

90%

92%

88%

90%

90%

90%

87%

93%

89%

92%

92%

92%

90%

90%

2%

3%

2%

3%

5%

3%

8%

4%

5%

3%

5%

6%

6%

5%

5%

10%

6%

8%

5%

7%

3%

6%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,130）

サービス業（N=1,858）

卸・小売業（N=1,000）

運輸業（N=414）

広告業（N=318）

情報サービス業（N=785）

コンテンツ産業（N=238）

建材・住宅設備業（N=126）

建設業（N=814）

非製造業 集計（N=6,683）

その他の製造業（N=1,391）

輸送用機械製造業（N=89）

自動車・自動車部品製造業（N=390）

電機・情報通信機器製造業（N=398）

機械製造業（N=547）

金属産業（N=1,417）

化学産業（N=344）

印刷業（N=479）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=333）

繊維業（N=352）

食品製造業（N=275）

製造業 集計（N=6,015）

全業種（N=12,726）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

90

直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応※の結果、貴社が受けた影響についてあてはまる

ものを選んでください。【複数回答可】
※時間外労働の上限規制に関する対応、年次有給休暇の時季指定に関する対応、同一労働同一賃金に関する対応

４－７．働き方改革への対応
設問34

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「特に影

響はない」 （90%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが卸・小売業（94%）、最も小さ

いのがコンテンツ産業（84%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「検

収の遅れ」、「従業員派遣をを要請」、「発注

業務の拡大・営業時間の延長」（1%）だっ

た。

各業種において、いずれの選択肢も概ね同様

の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



53%

43%

46%

45%

40%

41%

60%

40%

41%

40%

45%

41%

44%

47%

49%

41%

43%

52%

41%

44%

34%

37%

43%

44%

11%

12%

11%

18%

13%

12%

10%

20%

19%

13%

17%

25%

16%

17%

15%

15%

12%

20%

12%

18%

13%

16%

14%

11%

6%

9%

7%

14%

14%

6%

10%

6%

15%

9%

11%

13%

11%

10%

13%

12%

8%

10%

12%

12%

6%

11%

10%5%

16%

35%

29%

33%

20%

26%

19%

29%

26%

19%

27%

25%

11%

22%

20%

24%

24%

23%

24%

25%

31%

38%

25%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=19）

その他非製造業（N=819）

サービス業（N=1,372）

卸・小売業（N=695）

運輸業（N=347）

広告業（N=258）

情報サービス業（N=622）

コンテンツ産業（N=184）

建材・住宅設備業（N=110）

建設業（N=672）

非製造業 集計（N=5,079）

その他の製造業（N=1,046）

輸送用機械製造業（N=72）

自動車・自動車部品製造業（N=318）

電機・情報通信機器製造業（N=337）

機械製造業（N=445）

金属産業（N=1,169）

化学産業（N=269）

印刷業（N=380）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=260）

繊維業（N=274）

食品製造業（N=195）

製造業 集計（N=4,765）

全業種（N=9,863）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

91

４－７．働き方改革への対応

直近1年間で、発注側企業が当該社内に向け実施した働き方改革に関する対応※の結果、貴社が短納期発注や急な仕様変更

などを受けた場合、適正なコストを発注側企業が負担しましたか。
※時間外労働の上限規制に関する対応、年次有給休暇の時季指定に関する対応、同一労働同一賃金に関する対応

設問35

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て発注

側企業が負担してくれた（100%）」

（44%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが情報サービス業（60%）、最も

小さいのが繊維業（34%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「発

注側企業はあまり負担しなかった（40～

1%）」（5％）だった。

各業種においても概ね同様の傾向だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



9%

18%

47%

14%

9%

28%

12%

12%

11%

18%

10%

11%

38% 8%

32%

14%

13%

9%

93%

97%

99%

92%

98%

99%

99%

100%

89%

98%

97%

78%

86%

43%

78%

88%

64%

87%

77%

54%

93%

97%

74%

86%

0% 50% 100% 150%

業種未回答（N=28）

その他非製造業（N=1,089）

サービス業（N=1,799）

卸・小売業（N=950）

運輸業（N=393）

広告業（N=303）

情報サービス業（N=773）

コンテンツ産業（N=228）

建材・住宅設備業（N=123）

建設業（N=774）

非製造業 集計（N=6,432）

その他の製造業（N=1,377）

輸送用機械製造業（N=88）

自動車・自動車部品製造業（N=391）

電機・情報通信機器製造業（N=403）

機械製造業（N=552）

金属産業（N=1,418）

化学産業（N=347）

印刷業（N=477）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=338）

繊維業（N=348）

食品製造業（N=266）

製造業 集計（N=6,005）

全業種（N=12,465）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－８．型取引の適正化

92

発注側企業との取引における型取引の状況（有無）についてお答えください。【複数回答可】

設問36

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「型取引

はない」 （86%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがコンテンツ産業（100%）、最も

小さいのが自動車・自動車部品製造業

（43%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「樹

脂型がある」 （2%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがパルプ・紙・紙加工品製造業

（8%）、最も小さいのが食品製造業、建設

業、コンテンツ産業、情報サービス業、広告業、

運輸業、サービス業（0%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



41%

37%

40%

17%

75%

33%

43%

62%

42%

45%

42%

55%

56%

61%

48%

53%

43%

37%

39%

63%

48%

47%

24%

11%

23%

17%

33%

7%

15%

19%

20%

8%

22%

19%

11%

17%

9%

17%

16%

13%

13%

18%

18%

10%

32%

12%

17%

25%

7%

13%

12%

9%

10%

15%

12%

12%

7%

12%

9%

11%

11%

100%

10%

5%

9%

17%

17%

7%

15%

10%

8%

8%

7%

9%

11%

9%

22%

13%

7%

7%

14%

16%

16%

33%

17%

36%

8%

17%

16%

42%

11%

10%

8%

17%

16%

22%

26%

17%

13%

16%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=29）

サービス業（N=19）

卸・小売業（N=75）

運輸業（N=6）

広告業（N=4）

情報サービス業（N=6）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=14）

建設業（N=13）

非製造業 集計（N=166）

その他の製造業（N=299）

輸送用機械製造業（N=12）

自動車・自動車部品製造業（N=220）

電機・情報通信機器製造業（N=90）

機械製造業（N=66）

金属産業（N=499）

化学産業（N=43）

印刷業（N=104）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=148）

繊維業（N=23）

食品製造業（N=8）

製造業 集計（N=1,512）

全業種（N=1,680）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

４－８．型取引の適正化

93

設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

直近1年間で、書面等による取引条件の明確化は実施できましか。

設問37-1

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て実施

された（100％）」（47%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが広告業（75%）、最も小さいの

がパルプ・紙・紙加工品製造業（37※2%）

だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「あ

まり実施されなかった（40～1%） 」

（7%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが繊維業（22%）、最も小さいの

が自動車・自動車部品製造業（3%）だった。

※1 以下業種は設問36にて「型取引はない」以

外の回答数が10件未満と少なかったため「設

問37-1～設問42-2」の摘要から除いた。以

下同様とした。

【除外業種】

食品製造業、コンテンツ産業、情報サービ

ス業、広告業、運輸業

※2 コンテンツ産業はN（サンプル）がないため割

合を示す棒グラフは割愛した（以下同様）。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

※2※1

※1

※1

※1

※1



４－８．型取引の適正化

94

設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

直近1年間で、型代金又は型製作費の早期の支払いの取り組みは実施できましか。

設問37-2

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て実施

された（100％）」（65%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが印刷業（77%）、最も小さいの

が繊維業（41%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「あ

まり実施されなかった（40～1%）」（4%）

だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが繊維業（9%）、最も小さいの

が輸送用機械製造業、建設業、その他非製

造業（0%）だった。

摘要

60%

58%

66%

40%

75%

50%

57%

58%

62%

64%

67%

64%

70%

63%

65%

59%

77%

69%

41%

63%

66%

65%

20%

21%

19%

20%

17%

33%

19%

17%

8%

17%

12%

17%

15%

14%

8%

15%

18%

13%

15%

15%

7%

3%

7%

3%

5%

8%

6%

8%

6%

9%

5%

14%

6%

6%

40%

17%

9%

13%

13%

11%

6%

25%

17%

29%

8%

11%

11%

25%

8%

12%

10%

9%

11%

10%

9%

18%

13%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=30）

サービス業（N=19）

卸・小売業（N=77）

運輸業（N=5）

広告業（N=4）

情報サービス業（N=6）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=14）

建設業（N=12）

非製造業 集計（N=167）

その他の製造業（N=298）

輸送用機械製造業（N=12）

自動車・自動車部品製造業（N=213）

電機・情報通信機器製造業（N=86）

機械製造業（N=63）

金属産業（N=491）

化学産業（N=44）

印刷業（N=105）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=151）

繊維業（N=22）

食品製造業（N=8）

製造業 集計（N=1,493）

全業種（N=1,662）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

製
造
業

非
製
造
業

凡例

※

※

※

※

※

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※1参照）。
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設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

直近1年間で、量産終了後の型の保管費用の支払いは実施できましたか。

４－８．型取引の適正化
設問37-3

28%

47%

41%

50%

75%

60%

36%

64%

42%

40%

50%

50%

51%

53%

42%

42%

33%

28%

30%

63%

42%

42%

21%

24%

15%

14%

18%

16%

13%

15%

10%

11%

11%

9%

9%

11%

11%

20%

8%

13%

8%

10%

13%

10%

13%

13%

9%

9%

100%

7%

6%

7%

25%

6%

7%

8%

7%

11%

10%

12%

13%

8%

8%

45%

24%

32%

25%

25%

20%

43%

18%

33%

31%

42%

16%

24%

27%

30%

29%

45%

46%

35%

25%

30%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=29）

サービス業（N=17）

卸・小売業（N=75）

運輸業（N=4）

広告業（N=4）

情報サービス業（N=5）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=14）

建設業（N=11）

非製造業 集計（N=159）

その他の製造業（N=292）

輸送用機械製造業（N=12）

自動車・自動車部品製造業（N=216）

電機・情報通信機器製造業（N=86）

機械製造業（N=62）

金属産業（N=486）

化学産業（N=45）

印刷業（N=102）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=147）

繊維業（N=23）

食品製造業（N=8）

製造業 集計（N=1,479）

全業種（N=1,640）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て実施

された（100％）」（42%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建設業（64%）、最も小さいの

がパルプ・紙・紙加工品製造業、その他非製

造業（28%）だった。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「あ

まり実施されなかった（40～1%）」（8%）

だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが繊維業（13%）、最も小さいの

が建設業（0%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※1参照）。

※

※

※

※

※



４－８．型取引の適正化
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設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

直近1年間で、不要な型の廃棄費用の支払いは実施できましたか。

設問37-4

28%

37%

33%

40%

75%

60%

50%

73%

39%

46%

50%

50%

57%

52%

44%

45%

32%

24%

36%

63%

44%

43%

17%

11%

12%

20%

7%

18%

13%

11%

8%

18%

10%

10%

14%

9%

8%

9%

12%

12%

16%

9%

10%

6%

9%

8%

9%

8%

7%

50%

7%

11%

5%

20%

6%

6%

9%

9%

10%

9%

6%

6%

50%

48%

26%

45%

40%

25%

20%

36%

9%

39%

29%

42%

16%

23%

27%

31%

27%

45%

50%

36%

38%

31%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=29）

サービス業（N=19）

卸・小売業（N=73）

運輸業（N=5）

広告業（N=4）

情報サービス業（N=5）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=14）

建設業（N=11）

非製造業 集計（N=160）

その他の製造業（N=287）

輸送用機械製造業（N=12）

自動車・自動車部品製造業（N=213）

電機・情報通信機器製造業（N=86）

機械製造業（N=62）

金属産業（N=481）

化学産業（N=44）

印刷業（N=101）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=143）

繊維業（N=22）

食品製造業（N=8）

製造業 集計（N=1,459）

全業種（N=1,621）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「全て実施

された（100％）」（43%）だった。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが建設業（73%）、最も小さいの

がパルプ・紙・紙加工品製造業（24%）だっ

た。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「あ

まり実施されなかった（40～1%）」（6%）

だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのがサービス業（11%）、最も小さい

のが輸送用機械製造業、建設業（0%）

だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※1参照）。

※

※

※

※

※
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設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

「型」の所有権は誰が有しているかをお答えください。最も多いところを1つ選択してください。

４－８．型取引の適正化
設問38

凡例

100%

24%

38%

25%

33%

20%

29%

70%

30%

26%

36%

20%

38%

24%

23%

46%

21%

33%

60%

28%

28%

62%

56%

58%

40%

33%

60%

71%

30%

56%

64%

71%

57%

76%

60%

71%

69%

46%

76%

40%

40%

65%

64%

60%

14%

8%

13%

4%

4%

14%

6%

10%

33%

20%

10%

6%

14%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=1）

その他非製造業（N=21）

サービス業（N=16）

卸・小売業（N=48）

運輸業（N=5）

広告業（N=3）

情報サービス業（N=5）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=7）

建設業（N=10）

非製造業 集計（N=115）

その他の製造業（N=218）

輸送用機械製造業（N=7）

自動車・自動車部品製造業（N=173）

電機・情報通信機器製造業（N=66）

機械製造業（N=42）

金属産業（N=362）

化学産業（N=39）

印刷業（N=79）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=107）

繊維業（N=15）

食品製造業（N=5）

製造業 集計（N=1,113）

全業種（N=1,229）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「発注側

企業」（64%）だった。

業種別で当該選択肢を選択した割合が最も

大きいのがパルプ・紙・紙加工品製造業、電

機・情報通信機器製造業（76%）、最も小

さいのが建設業（30%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※1参照）。

※

※

※

※

※



４－８．型取引の適正化
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設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

型の廃棄等の管理状況についてお答えください。

設問39

凡例

50%

45%

33%

45%

60%

40%

27%

25%

40%

51%

67%

61%

67%

51%

54%

53%

23%

22%

28%

40%

49%

48%

50%

23%

33%

29%

50%

20%

55%

63%

32%

23%

17%

6%

15%

18%

23%

23%

37%

17%

50%

40%

21%

22%

27%

22%

22%

20%

50%

20%

18%

21%

23%

17%

32%

18%

29%

21%

20%

38%

58%

22%

20%

28%

27%

5%

11%

4%

20%

20%

13%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=22）

サービス業（N=18）

卸・小売業（N=51）

運輸業（N=5）

広告業（N=2）

情報サービス業（N=5）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=11）

建設業（N=8）

非製造業 集計（N=122）

その他の製造業（N=243）

輸送用機械製造業（N=6）

自動車・自動車部品製造業（N=190）

電機・情報通信機器製造業（N=72）

機械製造業（N=45）

金属産業（N=396）

化学産業（N=40）

印刷業（N=90）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=116）

繊維業（N=18）

食品製造業（N=5）

製造業 集計（N=1,221）

全業種（N=1,345）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「型の管

理（廃棄や棚卸し等）は発注側企業からの

指示に従って行っている」 （48%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが電機・情報通信機器製造業、

輸送用機械製造業（67%）、最も小さいの

がパルプ・紙・紙加工品製造業（22%）だっ

た。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※1参照）。

※

※

※

※

※



21%

25%

8%

100%

0%

20%

14%

13%

17%

28%

10%

20%

22%

13%

17%

8%

17%

16%

100%

36%

50%

22%

100%

100%

33%

28%

48%

75%

45%

38%

52%

41%

43%

46%

49%

25%

33%

45%

43%

50%

36%

25%

54%

60%

67%

48%

42%

50%

27%

38%

29%

38%

48%

57%

57%

75%

67%

42%

42%

25%

21%

19%

20%

33%

18%

14%

33%

16%

19%

21%

22%

10%

17%

18%

0% 50% 100% 150% 200%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=14）

サービス業（N=4）

卸・小売業（N=37）

運輸業（N=0）

広告業（N=1）

情報サービス業（N=1）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=5）

建設業（N=3）

非製造業 集計（N=65）

その他の製造業（N=152）

輸送用機械製造業（N=4）

自動車・自動車部品製造業（N=95）

電機・情報通信機器製造業（N=32）

機械製造業（N=21）

金属産業（N=232）

化学産業（N=23）

印刷業（N=54）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=89）

繊維業（N=12）

食品製造業（N=3）

製造業 集計（N=717）

全業種（N=784）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種
設問37-3 量産終了後の型の保管費用の支払いで「1: 全て実施された」”以外”と回答した方にお伺いします。

型の保管費用の発注側企業から支払われないことを貴社が（やむを得ず）受け入れている理由としてあてはまるものをお答えくだ

さい。【複数回答可】

４－８．型取引の適正化
設問40

凡例

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「発注側

企業の慣行として従前から支払われていない

ため」 （43%）だった 。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「支

払いに関する協議を申し入れたが、断られた

ため」 （1%）だった 。

※1 サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割

愛した（P93 ※1参照）。

※2 コンテンツ産業、運輸業はN（サンプル）が

ないため割合を示す棒グラフは割愛した（以

下同様。なおP93※2参照）

摘要

99

製
造
業

非
製
造
業

※1

※1

※1

※1

※1

※2

※2
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設問37-3 量産終了後の型の保管費用の支払いで「1: 全て実施された」”以外”と回答した方にお伺いします。

量産終了後の型の保管期間について最も当てはまるものをお答えください。

４－８．型取引の適正化
設問41

凡例

20%

9%

67%

13%

6%

20%

15%

10%

10%

9%

15%

33%

7%

8%

50%

20%

21%

100%

100%

33%

22%

26%

20%

8%

12%

24%

18%

27%

40%

36%

46%

33%

23%

23%

50%

27%

100%

44%

37%

43%

20%

24%

42%

52%

35%

32%

48%

43%

31%

33%

38%

38%

13%

6%

7%

9%

30%

15%

13%

9%

9%

12%

12%

20%

21%

67%

33%

22%

16%

40%

35%

15%

10%

24%

23%

9%

8%

8%

19%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=15）

サービス業（N=3）

卸・小売業（N=34）

運輸業（N=0）

広告業（N=1）

情報サービス業（N=1）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=3）

建設業（N=3）

非製造業 集計（N=60）

その他の製造業（N=141）

輸送用機械製造業（N=5）

自動車・自動車部品製造業（N=96）

電機・情報通信機器製造業（N=33）

機械製造業（N=21）

金属産業（N=225）

化学産業（N=22）

印刷業（N=58）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=91）

繊維業（N=13）

食品製造業（N=3）

製造業 集計（N=708）

全業種（N=770）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「3年以上

～10年未満」（38%）だった 。

◼ 全業種で最も選択されなかった選択肢は「1

年未満」（8%）だった 。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

※サンプル数が少なく「摘要」欄では記載を割愛した（P93 ※2参照）。

※

※

※

※

※



13千円

425千円

166千円

0千円

233千円

500千円

0千円

24千円

91千円

154千円

318千円

6千円

1,574千円

138千円

191千円

589千円

254千円

803千円

253千円

16千円

0千円

615千円

577千円

0千円 400千円 800千円 1,200千円 1,600千円

その他非製造業（N=9）

サービス業（N=4）

卸・小売業（N=26）

運輸業（N=0）

広告業（N=3）

情報サービス業（N=2）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=5）

建設業（N=6）

非製造業 集計（N=55）

その他の製造業（N=120）

輸送用機械製造業（N=4）

自動車・自動車部品製造業（N=96）

電機・情報通信機器製造業（N=27）

機械製造業（N=23）

金属産業（N=213）

化学産業（N=20）

印刷業（N=39）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=53）

繊維業（N=8）

食品製造業（N=3）

製造業 集計（N=606）

全業種（N=662）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

101

設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

発注側企業に所有権がある量産終了後の型等について、貴社が保管費用を負担している場合、年間保管費用が最も大きい発

注側企業に関する、1年あたりの保管費用（総計）をお答えください。

４－８．型取引の適正化
設問42-1

◼ 全業種における「平均年間保管費用」は577

千円/年だった。

摘要

【算定方法】

量産終了後の年間保管費用に関する各社の

個別回答を基に業種ごとの平均値を算出

【集計除外】

以下企業1社については年間の保管費用が他

社より突出していたため外れ値として除外した

・業界：自動車・自動車部品製造業

・金額：￥10,000千/年

凡例

製
造
業

非
製
造
業



◼ 全業種における平均数量は3,961個だった。
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設問36で「5: 型取引はない」”以外”と回答した方にお伺いします。

発注側企業に所有権がある量産終了後の型等について、貴社が保管費用を負担している場合、年間保管費用が最も大きい発

注側企業に関する休眠型の数量をお答えください。

４－８．型取引の適正化
設問42-2

50,012 個

1,065 個

7 個

162 個

0 個

25 個

50 個

0 個

1 個

20,201 個

2,354 個

190 個

3 個

515 個

71 個

130 個

5,660 個

23,891 個

14,027 個

266 個

484 個

17 個

3,941 個

3,961 個

0 個 30,000 個 60,000 個

業種未回答（N=2）

その他非製造業（N=12）

サービス業（N=3）

卸・小売業（N=23）

運輸業（N=0）

広告業（N=2）

情報サービス業（N=2）

コンテンツ産業（N=0）

建材・住宅設備業（N=3）

建設業（N=5）

非製造業 集計（N=50）

その他の製造業（N=125）

輸送用機械製造業（N=4）

自動車・自動車部品製造業（N=96）

電機・情報通信機器製造業（N=28）

機械製造業（N=19）

金属産業（N=211）

化学産業（N=21）

印刷業（N=44）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=53）

繊維業（N=7）

食品製造業（N=3）

製造業 集計（N=611）

全業種（N=663）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

【算定方法】

休眠型の保管数量に関する各社の個別回答を

基に業種ごとの平均値を算出。

【集計除外】

以下企業1社については休眠型の数量が他社

より突出していたため異常値として除外した。

・業界：自動車・自動車部品製造業

・数量： 5,000千個

※業種未回答（N=2）が最も大きい

（50,012個）が、これは1社から休眠型の

保有数100千個との回答があったため。保

有数は極めて多いが、同水準の企業もあっ

たため外れ値として除外しなかった。

摘要

凡例

製
造
業

非
製
造
業

※
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中小企業庁では、「下請かけこみ寺（取引かけこみ寺）」※を設置しています。この下請かけこみ寺を御存知ですか。
※「下請かけこみ寺」は、全国48か所に設置され、企業間取引に関する各種相談等に応じています（無料）。令和8年1月1日より「取引かけこみ寺」に

名称変更します。

４－９．その他
設問43

凡例

31%

26%

26%

25%

39%

30%

33%

30%

40%

27%

28%

38%

41%

57%

46%

41%

46%

47%

40%

44%

42%

28%

43%

35%

69%

74%

74%

75%

61%

70%

67%

70%

60%

73%

72%

62%

59%

43%

54%

59%

54%

53%

60%

56%

58%

72%

57%

65%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=35）

その他非製造業（N=1,243）

サービス業（N=1,958）

卸・小売業（N=1,031）

運輸業（N=427）

広告業（N=319）

情報サービス業（N=798）

コンテンツ産業（N=245）

建材・住宅設備業（N=131）

建設業（N=840）

非製造業 集計（N=6,992）

その他の製造業（N=1,417）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=398）

電機・情報通信機器製造業（N=409）

機械製造業（N=568）

金属産業（N=1,435）

化学産業（N=354）

印刷業（N=490）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=366）

食品製造業（N=276）

製造業 集計（N=6,144）

全業種（N=13,171）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「知らな

い」 （65%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが卸・小売業（75%）、最も小さ

いのが自動車・自動車部品製造業（43%）

だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業



24%

26%

25%

23%

64%

30%

31%

36%

34%

25%

29%

35%

36%

56%

41%

36%

41%

52%

40%

49%

33%

29%

40%

34%

76%

74%

75%

77%

36%

70%

69%

64%

66%

75%

71%

65%

64%

44%

59%

64%

59%

48%

60%

51%

67%

71%

60%

66%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種未回答（N=33）

その他非製造業（N=1,234）

サービス業（N=1,957）

卸・小売業（N=1,031）

運輸業（N=431）

広告業（N=317）

情報サービス業（N=798）

コンテンツ産業（N=245）

建材・住宅設備業（N=130）

建設業（N=841）

非製造業 集計（N=6,984）

その他の製造業（N=1,412）

輸送用機械製造業（N=91）

自動車・自動車部品製造業（N=395）

電機・情報通信機器製造業（N=408）

機械製造業（N=565）

金属産業（N=1,437）

化学産業（N=355）

印刷業（N=491）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N=340）

繊維業（N=366）

食品製造業（N=276）

製造業 集計（N=6,136）

全業種（N=13,153）

非
製
造
業

製
造
業

全 業 種
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中小企業庁では、「取引調査員（下請Gメン）」※を設置しています。この取引調査員を御存知ですか。
※取引調査員は中小企業庁及び全国の地方経済産業局に配置し、中小受託事業者から取引の実態等のお話をお伺いし、国や業界が定めるルール

づくりに反映するなど、適正取引に向けた取り組みを強く促しています。令和8年1月1日より取引調査員の通称である「下請Gメン」を「取引Gメン」に変

更します。

４－９．その他
設問44

◼ 全業種で最も選択された選択肢は「知らな

い」 （66%）だった 。

業種別で、当該選択肢を選択した割合が最

も大きいのが卸・小売業（77%）、最も小さ

いのが運輸業（36%）だった。

摘要

製
造
業

非
製
造
業

凡例
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End of File


